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要 旨 

銀行監督法は、金融システムのリスクに関する知識の蓄積と情報の収集を包括

的・継続的に行うことを目的とする。銀行監督法を手続法として見た場合の特徴

は、次の点にある。第 1に、銀行がそれぞれリスクを評価および管理する組織・

手続を、組織の中枢において整備することが、国により監督される。国の監督は、

原則・コンセプトの提示等により、銀行と対話的に協働して行うことが求められ

る。第 2に、各国の専門機関から構成されるバーゼル銀行監督委員会が、情報・

知識を結集して実務の統一を図るために策定する標準が、事実上の強い通用力

をもつ。最低限の自己資本要件を超える規律については、委員会が詳細にわたる

標準を定めず、各国における基準・手続を比較するピアレヴュー等により、国ご

との事情を考慮し漸次的に基準の形成を図ることがある。第 3 に、EU の金融監

督システムおよび単一監督機構においては、加盟国当局と欧州銀行監督庁およ

びユーロ参加加盟国当局と欧州中央銀行との間で、権限の複雑な重なり合いが

見られる。そこでは、段階的な権限行使、情報・意見の交換、ベストプラクティ

スの形成が、広範に法制度化されている。今後は、民主的正統性、決定過程の透

明性、関係する諸利益が表出・考慮される機会、そして関与する専門家の多様性

を、どのように確保していくかが、銀行監督法の課題となる。 
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１．銀行監督法の行政法学上の意義 

（１）研究の動向 

銀行監督法は、行政法学がこれまでほとんど注目してこなかった法分野であ

る。しかし近時、行政法学が発達しているドイツで、銀行監督法を行政法学の観

点から分析する論攷が急増している。中には数百頁の教授資格申請論文1や博士

論文2もある。その背景は、現象面からいえば、行政法の国際化およびヨーロッ

パ化に求められよう。行政法の国際化という場合に注視される素材の一つは、条

約に基づかない各国の専門行政機関の連携組織である。その中でも最も影響力

の強い組織の一つが、バーゼル銀行監督委員会（Basel Committee on Banking 
Supervision: BCBS）である3。ヨーロッパ化に関しては、EU 法の執行権限を EU
の機関と加盟国の行政機関との間でどのように分配するかが、重要な問題の一

つである。この問題について、銀行監督の分野では近時、単一監督機構（Single 
Supervisory Mechanism: SSM）の制度が導入された。単一監督機構においては、

欧州中央銀行（European Central Bank. 以下、「欧州中銀」という。）がユーロ圏の

銀行監督につき究極的な責任を負う。この制度が、他の法分野に見られない複雑

な権限分配の構造をとることが、注目されたのである（詳しくは５節）。 

（２）行政法総論の参照領域として：リスク行政法 

イ．行政法総論の参照領域 

 しかし、銀行監督法への注目は、さらに深く、銀行監督法が行政法総論の参照

領域（Referenzgebiet）として興味深い性質をもつことに根差している。一方で「行

政法総論」は、行政の活動・制度を専門分野ごとに蛸壺化させずに、行政の諸活

動・諸制度を国民が見通して理解し、行政の活動・制度を法治主義・民主主義と

いった基本法理に基づき構想し、統制することができるようにするために存在

する。他方で、行政活動は、関係利益を衡量し、必要な知識・情報を収集・創出

して行われるから、行政の法制度は、各行政分野における関係利益の相互関係お

よび知識・情報の存在状況により、多様な形態をとる。そして、行政法総論は、

専ら基本法理からの演繹によるのではなく、様々な行政分野の法を「参照」して

構築される。行政法総論の基礎にある基本法理も、様々な行政分野の法を「参照」

して再考されることで、射程と限界が精緻化される。行政法総論の構築にあたり

参照される行政分野が、「参照領域」といわれる。行政法総論と各行政分野の法

                                                        
1 Kaufhold [2016a]. 
2 Paraschiakos [2017]; Voß [2019]. 
3 原田［2014］12 頁・353 頁以下。 
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制度は、以上のような意味で、いわば相互の対話により発展する4。 

ロ．リスク行政法 

 では、銀行監督法は行政法総論の新たな参照領域として、どのような特性をも

つか。銀行監督法は、個々の銀行および金融システム全体の健全な機能を損なう

リスクを探知し、早期に厳重に予防措置をとることを目的とする。こうしたリス

クの評価・管理は、行政法学上は以前に（他の参照領域である）環境法・製品安

全法の分野で盛んに論じられた。ここでリスクとは、経験則による予測が不可能

または困難な法益侵害の可能性をいう。リスクに対応するための法的な手法と

して、あらかじめ議会が法規範を定め、争いがあれば裁判所がそれに事実を当て

はめて（「包摂」）判断を行う古典的な手法には限界が大きい。むしろ、多様なア

クターが協働して、リスクに関する知識・情報を創出し、包摂に尽きない論証方

法（衡量、比較等）により、多様な要素を総合的に考慮して決定を行い、かつ決

定の見直しを含めてこうしたリスク評価・管理のプロセスを段階的・継続的に作

動させるような法的手続が必要になる5。 
このような知識・情報の存在状況に由来する行政分野の特性は、銀行監督法に

も基本的に妥当する6。しかし、銀行監督法によるリスク管理には、環境法・製

品安全法とは異なる特性もある。それは、次のような背景となる利益状況の違い

に由来する。 

ハ．リスク評価・リスク管理の連携、一体性と多様性 

（イ） 利益の重なり 

すなわち第 1 に、金融事業者ないし金融システムは、資本の需要者と供給者

とを媒介し、リスクを引き受けて移転する機能を営む。その点で、実体経済ない

し実体経済活動から区別され、それらを支える役割を果たす7。このような金融

事業を営む銀行の健全性に対するリスクへの対応は、銀行の本来の業務であり、

銀行自身の利益になる。金融システムの健全性も、銀行の事業・経営が成り立つ

基礎になるから、それに対するリスクへの対応も銀行の利益になる8。つまり、

                                                        
4 山本隆司［2016a］46 頁以下。 
5 山本隆司［2005］。 
6 李［2010］、Paraschiakos [2017] S. 93 ff. 
7 Kaufhold [2016a] S. 36, 142 f., 302 f., 351 f.; Paraschiakos [2017] S. 10 ff.; Reiling [2016] S. 139 ff.; Thiele [2014] 
S. 114 ff. 
8 ECB Guide to the internal capital adequacy assessment process (ICAAP), Nov. 2018, Principle 3 は、規範的な観

点と経済的観点とが相補的に働き、２節で後述する ICAAP において統合される旨を説く。BaFin, 
Aufsichtliche Beurteilung bankinterner Risikotragfähigkeitskonzepte und deren prozessualer Einbindung in die 
Gesamtbanksteuerung (“ICAAP”) – Neuausrichtng, Diskussionspapier v.6.9.2017, Rn. 70 も、両者の観点の「緊密
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監督者である国と被監督者である銀行の利益が、無論完全にではないが、基本的

な部分で一致し、国の担う公益と銀行の私益との差異が小さくなる。換言すれば、

「保護すべき基本権主体の範囲が、保護措置により負担を負う可能性のある基

本権主体の範囲と同一になる」9。それゆえ、金融事業および金融システムに対

するリスクを探知しリスクに対応するために、銀行が自己規制を行い国と協働

することを、銀行に対し法的に義務づけ、または要請する余地が大きくなる。こ

うした銀行監督行政の特徴を、「市場随伴」行政と称する見解がある10。これに対

し環境規制は、長期的・間接的にはともかく、短期的・直接的に事業者の利益に

なるとは言い難い。 

（ロ）リスク発生・拡大の原因の広がり 

第 2 に、銀行監督においては、リスクが発生または拡大する原因となる要素

が社会に拡散している。リスクの顕在化により不利益を受ける単位も、個々の銀

行、国、国際金融システム等、多様である。しかも、リスクが発生し拡大する因

果連鎖は複雑多岐にわたる。リスク原因の拡散および因果連鎖の複雑化は、金融

手法の複雑化および情報技術の発展により、ますます進行している11。したがっ

て、「システムのどの構成要素も単独ではシステムのリスクの原因になり得ない

が、それゆえにシステムのどの構成要素もそれぞれ、システムのリスクの発生拡

大にとって意義をもたないとはいえない」12。端的にいえば、諸単位は、リスク

を発生させる可能性とリスクの顕在化により不利益を受ける可能性を同等にも

つ。そのため、個々の銀行、国、国際金融システム等のそれぞれの単位で、リス

クを探知しリスクに対応する体制を整え、かつ体制間で連携し、時間的・内容的

に調整され複合された措置をとる必要が大きい13。銀行監督によりリスク管理を

行う行政機関の行為も、金融システムにどのような影響を与えるかという点か

ら、他の行政機関によるリスク管理（監視、場合により是正措置）の対象になり

得る14。製品安全法や環境法にも、こうした事情は存在し、銀行監督法と基本的

には異ならない。ただし、製品安全法の場合、リスクの発生する原因は当該製品

に特定され、環境法の場合、リスクにより不利益を受ける単位は大まかには特定

される。 

                                                        
な絡み合い」を説く。 
9 Kaufhold [2016a] S. 230. Vgl. auch Kaufhold [2016a] S. 329. 
10 Paraschiakos [2017] S. 111 ff. 
11 Paraschiakos [2017] S. 41 ff.; Voß [2019] S. 100 ff. 
12 Kaufhold [2016a] S. 147. Vgl auch Kaufhold [2016a] S. 156, 351 f., 356 f. 
13 Kaufhold [2016a] S. 170 ff., 220 f. 
14 Kaufhold [2016a] S. 362 f., 367. 
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（ハ）一体性のリスク 

 以上では、リスクの探知およびリスクへの対応を諸アクターが一体的に行う

ことを要請する利益状況を挙げた。しかし第 3 に、リスクの評価方法・リスクへ

の対応措置の多様化の要請も看過できない。銀行や金融市場、さらにより広く社

会環境の状況によって生じるリスクは多様であり、諸アクターがそれぞれのリ

スクの特性に対応した措置をとるべきことは言うまでもない。しかし、こうした

状況適合性の問題を超えて、個々の銀行あるいは国のリスクの評価方法および

リスクへの対応措置、ひいては（個々の国の）銀行の事業態様が同質化すること

は、金融市場が想定外のリスクに適合する能力を減退させ、それ自体がリスクと

なる15。むしろリスク対応措置の多様性が、様々なリスク対応手法を試験し、経

験知・知識を創出する意義をもつ16。このように、リスク対応の同質化がそれ自

体リスクになるため、リスク対応の多様化が求められることは、環境法等の分野

ではあまり議論にならない。もっとも、リスク対応の連携・一体的実施の要請と

多様化の要請との間でどのように均衡をとるかが、難しい問題として残る。 

ニ．小括：議論・論証過程を分節化する制度としてのリスク行政法 

以上のロ．およびハ.をまとめると、次のようにいえよう。リスクに対応する

ための環境法や製品安全法の制度は大まかにいって、国や地方公共団体（以下、

「公的主体」という。）と民間の主体（以下、「私的主体」という。）といった諸

アクターが、それぞれの利益の相違を前提に、責任・権限の範囲を比較的明確に

分ける形態をとる。あえて対比していえば、銀行監督においては傾向として、諸

アクターの権限・責任が重なる度合いが大きくなる。そのため、こうしたアクタ

ー間で、拡散・輻輳するリスクに関する知識創出と情報収集を進め、リスク対応

の連携性、一体性と多様性17とを両立させて両者間で均衡をとるために、議論と

論証を行う過程を明確に分節化し制度化することが重要になろう。 

（３）行政法の基本原理との関わり：私行政法と行政法の国際化・グローバル化 

イ．私行政法の意義 

こうした銀行監督法に対し、行政法総論はどのような示唆を与えるか。また逆

に、銀行監督法は行政法総論にどのような示唆を与えるか。 
 行政法総論はすでに、環境法や製品安全法を参照領域として、公的主体と私的

                                                        
15 Paraschiakos [2017] S. 289. モデルによるリスクの想定が不完全性を排除できず、またそれ自体リスクを

生み出すことにつき Paraschiakos [2017] S. 29 f., 38 f., 43 ff., 96 ff. さらに Kaufhold [2016a] S. 116, 129, 145. 
16 Kaufhold [2018] S. 427 f. Vgl. auch Hoeck/ Röhl [2018] S. 529 f. 
17 Kaufhold [2018] S. 428. 
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主体との間の協働のあり方につき、一定程度の議論を蓄積している。議論の大筋

だけを示す。私的主体と公益との関係には様々な側面がある。まず私的主体は、

公益のために行為を規制される一方、自らの考える公益を実現する自由をもつ。

しかし、こうしたいわば標準的に認められる関係を超えて、私的主体は、公益を

実現する責任を負うことがある。それは、第 1 に、公的主体が公益に関する決定

の準備、決定自体、または決定の執行を、私的主体に様々な形で委ねる「公私協

働」の場合である。古くからの例として、製品安全法や環境法の分野で、私的主

体による規格策定、基準認証に、国が一定の法的効果を認める場合が挙げられる。

第 2 は、当該私的主体が、他の私的主体の権利を侵害する可能性が高い、または

他の私的主体の権利を実効的に保護できるような活動を行う場合である。現在

議論が進行中の例として、プラットフォーマーが挙げられよう。これらの場合に、

公的主体が当該私的主体の活動の一挙手一投足を監督し規制することは、公的

主体の資源または能力の限界のために実効性に欠ける。また、私的主体の活動に

よるイノヴェーションの要素と多様な視点の導入という公私協働の意義を削ぐ

おそれがある。しかし、上記の場合に単に私的主体の活動に任せるのでは、公的

主体が法治国原理・民主政原理により自らに課される法的な諸制約を潜脱する

ために私的主体を「利用する」ことになりかねない。また、公的主体が他の私的

主体の権利を保護する任務を果たせない。そこで、公的主体は、当該私的主体が

自ら公益を保護・実現する手続・組織を備えることを求め、こうした体制の監督

に重点を置くべきことになる。ここで、私的主体に公益を保護・実現する組織・

手続を求める法規範を、「私行政法（Privatverwaltungsrecht）」ということがある
18。 

ロ．私行政法の内容 

私行政法の内容として、私的主体が、自らが担う公益を保護・実現する任務の

性質や権限の大きさに応じて、（a）必要な技術・情報を備え、知識を創出する能

力をもつこと、（b）中立性・非党派性を確保すること、（c）関係する諸利益が均

衡をとって表出され、考慮される機会を保障することが挙げられてきた。加えて、

（d）意思決定過程の透明性・公開性の要請も挙げられよう。これらは概ね、法

治国原理により公的主体の組織・手続に課される要請および民主政原理に含ま

れる参加の要素に対応する。それに対し、議会制民主政の要請、すなわち、国民

の平等選挙および議会を淵源とする意思決定という「民主的正統化」の要請は、

公的主体の場合、典型的には人員の選任の連鎖および指揮監督の連鎖として実

                                                        
18 Trute [1999]14 頁。 
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現されるが19、私行政法においては、より間引いた形で現れる。すなわち、私的

主体に対し、法律に基づき任務を課し、法律により私行政法の基本を定め、公的

主体が監督することになる20。このことを、公的主体の「波及的正統化責任」お

よび「質保証のための法律の留保」21ということがある。 
 私行政法は、これまで民間の規格策定機関や基準認証機関を例に論じられて

きたが、銀行のリスク管理も私行政法の好例になる。しかしそれだけでなく、銀

行監督は、行政法の国際化・グローバル化を論じる際も、重要な素材になると思

われる。 

ハ．行政法の国際化・グローバル化における行政の正統化秩序 

 行政法の国際化・グローバル化に関して論じられる公法学上の根本的な問題

の一つは、国際的に、またはグローバルな平面で行われ、究極的には民主政国家

の国民に対し効果をもつことになる国際公益に関する決定22が、前述の民主的正

統化を欠くことをどのように考えるか、というテーマであった。議論の素材とさ

れてきた例の一つが、バーゼル銀行監督委員会の決定であった23。この点につい

ては、個々の国が国際的な、またはグローバルな機関の決定を国内法化したり執

行したりする際に、国民を淵源とする民主的決定を行うから、何ら問題はないよ

うにも見える。しかし、個々の国が国民の民主的意思により主体的・能動的に、

国際的な、またはグローバルな機関の決定を形成し、その決定を受容するか否か

を決定することができるとは限らない。またそもそも、国際公益を保護・実現す

る決定を、一国が民主的に承認したことのみにより正統化できるわけでもない

（「正統化」とは、ある主体の決定を他の主体に対しても公益に関する決定とし

て法的に主張し実現できるようにすることを意味する）。したがって、一国のレ

ヴェルにおける民主的正統化の重要性は否定されないとしても、それだけでな

く、国際的な、またはグローバルな平面において国際公益に関する決定を行う組

織・手続そのものの正統性も考える必要がある（一国の平面と国際的な、または

グローバルな平面という二つの平面を包含する「二重の民主政」「二重の民主的

正統化」）24。しかし国際的な、またはグローバルな平面では、世界議会が存在す

るわけでも設立の見込みがあるわけでもないため、議会による正統化とは別の

正統化の可能性を探らざるを得ない。 

                                                        
19 山本隆司［2011］94 頁。 
20 山本隆司［2009］293 頁以下。 
21 Hoffmann-Riem [2005] S. 45 ff. 
22 「国際的公共事務」概念につき、山本草二［1994］449 頁以下。 
23 Möllers [2005] S. 357. 
24 Bogdandy/ Venzke [2014] S. 200 ff.; Peters [2009]. 
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ニ．知識共同体を主軸とした正統化の可能性 

こうした正統化の選択肢として、前述した私行政法が法治国原理・民主政的参

加を根拠にするとすれば、私行政法の内容は、国際的・グローバルな平面におけ

る組織・手続を正統化する要素にもなると考えられる。それは、組織・手続の公

正な状態を意味し、私的主体にも公的主体にも国際的・グローバルな平面にも共

通する「ガバナンス」25の内容を具体化したものと見ることもできる。 

ただし、異質な利益の衡量により国際公益を図る必要がある多くの行政分野

（例えば環境法）では、こうした正統化の方途でさえ、実現はかなり困難である。

それは特に上記ロ.（b）および（c）の要件について言える。国際公益に関係す

る諸利益はそれぞれ国を横断して存在し、また、それぞれの利益を代表し他の利

益との衡量に関与する能力のある主体は、国際的・グローバルな平面で存在する

とは限らないからである。しかし、銀行監督の場合、関係するアクターの利害関

係が、個々の点はともかく、基本的な方向においては一致する。そのため、他の

行政分野に比して、私行政法の内容を国際的・グローバルな平面で論じることに

現実性がある。つまり、上記ロ.（a）の要件を主軸として、（b）から（d）まで

の要件も満たすように、リスクに関する決定のために情報・知識を収集・創出す

る知識共同体（epistemic community）26が、諸アクターの境界を超えて開放さ

れ、継続的に機能するように、法制度を整備できる可能性がある27。専門知を正

統化の一つの要素にすることには、なお抵抗が強いが28、このように銀行監督法

は、国際的・グローバルな平面における正統化の可能性を考察する上でも、格好

の素材の一つとなる。 

（４）課題の設定 

 以上のように考えると、銀行監督法の公法学上の基本的な課題の一つを、次の

ように定式化できよう。すなわち、多様な主体の間において、知識の創出と情報

の収集を進め、連携性・一体性と多様性との間で均衡をとってリスク評価・管理

を実現するために、議論と論証を行う過程を明確に分節化し、それぞれの主体お

よび平面において、こうした過程の正統性を確保し向上させること。 
 こうした公法学の観点から、以下では銀行監督におけるリスク評価・管理の手

続・組織として、個々の銀行に対する公的主体の監督手続（２節）、マクロプル

                                                        
25 山本隆司［2018a］。 
26 Haas [1992]が、不確実性の条件下における国際的な政策調整のメカニズムを分析するために用いた概念。 
27 Reiling [2016] S. 330 ff. 
28 EU については、官僚主義批判が強いが、専門知を正統化の補助的な要素として認める点で稀なドイツの

文献として、Peuker [2011] S. 222 ff. 
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ーデンスに関する公的主体の決定手続（４節）、銀行監督における EU の機関の

権限と加盟国当局の権限との関係（５節）を概観する。２節の補足として、リス

ク評価・管理のための銀行監督ではなく、金融商品取引法の分野になるが、国と

協働する事業者団体の組織・手続も概観する（３節）。そして、それぞれの手続・

組織の意義を明らかにし、今後の課題を提示する。結びとして、近時論じられて

いる問題に触れる（６節）。グローバルな組織および EU の機関の法的正統性の

問題は、理論的な色彩が強いので、重要ではあるが本稿では分析しない29。また、

取り上げる素材は、アトランダムに選択しており、網羅性も体系性もないことを

お断りしておく。 
 なお、本稿では EU 法を参照するが、関係する EU 規則・EU 指令は次のよう

に略称する。欧州銀行監督庁（European Banking Authority: EBA）規則30、単一監

督機構規則31、単一監督機構枠組規則32、資本要件規則33、資本要件指令34。EU 条

約および EU 運営条約は、条約集等に邦訳されているので、逐一内容を示さな

い。 

２．銀行に対する公的主体の監督手続 

 まず、銀行に対する公的主体の監督手続につき、（１）銀行における私行政法、

（２）銀行と公的主体の両者がそれぞれ行うストレステスト、（３）公的主体に

よる監督手続の順に概観する。 

（１）銀行における私行政法 

イ．バーゼルⅡの第 2の柱 

 バーゼル銀行監督委員会が 2004年に確定させたいわゆるバーゼルⅡ35は、3つ

                                                        
29 すでに多くの研究があるが、例えば、欧州中銀の銀行監督事務につき Groß [2015] S. 52 ff., 128 ff.、欧州

銀行監督庁につき Schemmel [2018] S. 355 ff. 
30 Regulation (EU) 1093/2010 of 24.11.2010. 欧州監督庁（欧州銀行監督庁）を設立し、2009 年 716 号 EC 決

定を改正し、2009 年 78 号 EC 委員会決定を廃止する欧州議会・理事会規則。 
31 Regulation (EU) 1024/2013 of 15.10.2013. 銀行のプルーデンスの監督に係る政策に関し特別な任務を欧州

中銀に課す規則（SSM Regulation）。 
32 Regulation (EU) 468/2014 of 16.4.2014. 統一的な監督機構の内部において欧州中銀・加盟国銀行監督当局

および加盟国の指定する当局の間で共働するための枠組を設定するための欧州中銀規則（SSM Framework 
Regulation）。 
33 Regulation (EU) 575/2013 of 26.6.2013. 2012 年 646 号 EU 規則を改正する、銀行および投資事業者に対す

る監督上の要件に関する規則（いわゆる資本要件規則（Capital Requirements Regulation: CRR））。 
34 Directive 2013/36/EU of 26.6.2013.銀行の活動へのアクセスおよび銀行・投資事業者のプルーデンスの監督

に関して定め、2002 年 87 号 EC 指令を改正し、2006 年 48 号・2006 年 49 号 EC 指令を廃止する指令（い

わゆる資本要件第 4 指令（Capital Requirements Directive: CRD IV））。  
35  BCBS, International Convergence of Capital Measurement and Capital Standards. A Revised Framework, June 
2004; Comprehensive Version, June 2006. 
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の「柱」から構成されていた。銀行の自己資本に関する膨大な実体規定である第

1の柱「最低限の資本要件」、第 2の柱「銀行の監督審査プロセス」、および銀行

のディスクロージャーについて定める第 3の柱「市場規律」である。ここではこ

のうち第 2 の柱に焦点を当てる。監督当局による銀行監督の手続については、

1997年および 1999年の文書36に原理および方法論が示されていた（2012年に両

者が「実効的な銀行監督のための中核原則」（以下、「中核原則」という。）にま

とめられている）37。バーゼルⅡの第 2の柱は、これらを補い、銀行自身による

リスクの自己規律を当局が監督するというコンセプトを明確に表現したものと

して注目される。この第 2の柱は、監督審査の鍵となる原則を 4つにまとめる。

以下に見るように、こうした諸原則は、私行政法の構造を示すものとなっている。 

ロ．第 2の柱の内容 

原則 1 は、銀行が、リスク特性との関係において資本の包括的な十分性を評

価するためのプロセス、および資本の水準を維持するための戦略をもつことを

求める。求められる厳格なプロセスの 5 つの特徴として、役員会・上級管理者に

よる監視、健全な資本評価、包括的なリスク評価、モニタリング・報告、内部の

コントロールによる審査が挙げられている。原則 1 全体および包括的なリスク

評価のための手続として、ストレステストにも言及されている（para. 726, 738）。
なお、中核原則も、役員会・上級管理者による実効的な監視、リスク評価・管理

の不確実性の認識、ストレステストを含むリスクマネジメントプロセスの他（中

核原則 15）、リスク管理に目的を限らない原則として、コーポレート・ガバナン

ス、内部のコントロールおよび監査、財務報告および外部監査、ディスクロージ

ャーおよび透明性（中核原則 14、26～28）を挙げる。これらは、私行政法の内

容を示している。 
続く原則 2 は、監督当局が、こうした銀行内部における資本十分性の評価・戦

略、および規制された資本比率の遵守をモニターし保障する銀行の能力を、評

価・審査して適切な監督措置をとるべきことを述べる。銀行は、最低限の資本要

件を計算する際に内部で用いた方法の特徴も開示することを要求される（para. 
753）。一言でいえば、自己規制の国による規制である。「審査の重点は銀行によ

るリスクの管理およびコントロールの質に置かれるべきであり、監督当局が銀

行経営のように機能する結果にならないようにするべきである」（para. 746）。 
原則 3 は、監督当局が銀行に対し、第 1 の柱が定める最低限の資本比率以上

                                                        
36  BCBS, Core Principles for Effective Banking Supervision (Sept. 1997 and Oct. 2006); BCBS, Core Principles 
Methodology (Oct. 1999 and Oct. 2006). 
37 BCBS, Core Principles for Effective Banking Supervision, Sept. 2012. 
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の資本を備えることを期待し、また、こうした資本を備えるように求める能力を

もつべきであるとする。第 1 の柱は、銀行群全体に影響する不確実性のための

バッファーを含むが、第 2 の柱は特に、各銀行に特有の不確実性および各銀行

が関わる市場に特有の特徴に対応することを意図する。このように原則 3 は、

銀行の自己規律が特に意味をもつ場面を明らかにしている。 
最後に原則 4 は、監督当局が過小資本の銀行に対し早期に迅速に措置をとる

べきことを述べる。この点は、環境法上の予防原則と同様に、リスク管理を目的

とする行政および法制度の性質に対応する。 
興味深いことに、第 2 の柱はさらに、不確実性に直面しリスク評価・管理を課

題とする点が銀行と同様であることを意識し、銀行による自己規制のあり方と

いわば連続させて、規制当局の側のあり方に言及する。「銀行監督は精確な学問

ではない。それゆえ、監督のための審査プロセスにおいて裁量の要素は避けられ

ない。監督当局は、透明性および答責性のある方法で義務を果たすように注意し

なければならない。当局は、銀行内部における資本評価を審査する際に用いる基

準を、公に分かるようにするべきである。当局は、最低限の規制を超える目標比

率、トリガー比率や資本カテゴリーを設定することを選択する場合には、その際

に考慮できる因子を公に分かるようにするべきである。個別の銀行について最

低限を超える資本を要求する場合、当局は銀行に対し、その銀行に特有のリスク

特性を説明するべきである」（para.779）。これは、中核原則の原則 2「監督当局

の独立性・答責性・資源保障・法的保護」に対応する。 

ハ．第 1の柱における内部格付手法 

銀行の自己規制・私行政法は、バーゼルⅡの第 2 の柱だけでなく、第 1 の柱の

中の内部格付手法（Internal Ratings-Based (IRB) Approach）においても見出すこと

ができる。内部格付手法は、市場、レーティングの方法、銀行の商品、および実

務の差異によって、当該銀行や監督当局がリスク評価に係る自らの作業手続を

カスタマイズする必要が生じることから認められた。「銀行のリスクマネジメン

トの政策および実務の形式および作業の詳細を指図することは、バーゼル銀行

監督委員会の意図するところではない」。銀行が内部格付手法を用いるには、一

定の要件を満たし、当局の承認を得なければならない（para. 389, 392）。この要

件には、銀行の体制に関わるものが含まれる。すなわち、内部格付システムへの

役員会・上級管理者の関与、格付システムにつき責任を負う独立の信用リスクコ

ントロール部門の設置、少なくとも年に 1 回の格付システムの内部監査である
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（para. 438-443）38。 
バーゼルⅢは、各銀行の内部格付手法のばらつきの大きさ等を理由に、内部格

付手法の実体的要件を厳格化している39。第 2 の柱と異なり、内部格付手法は資

本要件を緩和する意味をもつため、リスク管理の一体化の要請と多様性の要請

との間の相剋が大きいことが示されている。 

ニ．ＥＵ・ドイツの実定法制度：銀行の「自己資本充実度内部評価プロセス」 

バーゼルⅡの第 2 の柱に対応する銀行のリスク評価・管理体制については、

EU法上は、資本要件指令 73条以下が、自己資本充実度内部評価プロセス（Internal 
Capital Adequacy Assessment Process: ICAAP）の基本を定める。例えば同指令 76
条 5 項は、金融機関40が、事業部門（operational functions）から独立し、リスク戦

略の策定およびリスク管理の決定に能動的に関与し、原則としてリスク管理に

責任を特化された独立の上級管理者が長となるリスク管理部門を置くように、

加盟国は比例原則に従って措置をとるべきとする。ドイツ法上は、銀行業法4125a
条 1 項・3 項・25c 条 3 項・4a 項・4b 項等に定めがある（例えば、同指令 76 条

5 項に対応するのは、同法 25a 条 1 項 3 文 3 号 c）。リスク管理体制の細部は、連

邦財務省が、ドイツ連邦銀行の承認を受け、また欧州中銀および金融機関の代表

団体からの意見聴取を経て、法規命令により定めるものとされる（同法 25a 条 4
項）。内部格付手法の要件のうち銀行の体制整備に係るものは、EU では資本要

件規則 144 条・169～177 条・185 条・189～191 条に定められている。 
また銀行が、相互に手法の整合性を保ちつつ、主体的に自らの手法によりリス

クを評価すべきことも、実定法上示されている。つまり EU 法上、監督当局42は

金融機関に対し、金融機関の規模等に応じて、内部格付手法の使用を増やすよう

に促し、また、専らまたは機械的に外部の信用格付43に依拠しないように監視を

行うものとされる（資本要件指令 77 条 1 項～3 項）。内部格付手法について、監

                                                        
38 以上の点は基本的にバーゼルⅢでも変更されていない。BCBS, Basel III: Finalising post-crisis reforms, Dec. 
2017, Internal ratings-based approach for credit risk, para. 156, 159, 206-211. 
39 BCBS, High-level summary of Basel III reforms, Dec. 2017, p. 5-6. 
40 資本要件指令 3 条 1 項 3 号は、「金融機関」の定義を、資本要件規則 4 条 1 項 3 号と同様とする。資本要

件規則 4 条 1 項 3 号は、「金融機関」を「銀行」と「投資事業者」と定義し、それぞれの定義がさらに、同

規則 4 条 1 項 1 号・2 号、資本要件指令 3 条 1 項 1 号・2 号に定められている。 
41 Kreditwesengesetz. 銀行業に関する法律。同法 1 条 1 項・1a 項・1b 項も前註の EU 法と概ね同様に、「銀

行」と「金融サービス事業者」とを合わせて「金融機関」とする。ただし、EU 法上の銀行は、預金受入と

与信の両方を行う事業者に限られるが、ドイツ法上の銀行には、いずれかを行う事業者も含まれる等、様々

な差異がある。本稿の論旨には影響しないので、詳細には立ち入らない。 
42 EU 加盟国の監督当局を指すが、ユーロ圏では、一定の範囲で欧州中銀も銀行監督権限をもつ。後述５．

（２）ロ．を参照。そのため、以下では、監督当局に係る叙述に、関連する欧州中銀に係る叙述を付加する

ことがある。 
43 本稿では詳論しないが、外部信用評価機関による格付けにつき資本要件規則 135 条以下が規律している。 
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督当局は少なくとも年 1 回、内部格付手法の質を評価し、必要な是正措置をと

る。その際に一方で、当局は、手法およびその結果に重大なばらつきがあり、過

小な資本要件の評価が生じていないか、特に注意する。他方で、監督当局の是正

措置が「標準化または特定のアプローチの優先」、「群衆行動の惹起」にならない

ようにするものとされる（同指令 78 条 3 項～5 項）。欧州銀行監督庁も、内部格

付手法を金融機関横断的に分析する役割を担う（同指令 101 条 5 項）。 

（２）銀行・監督当局の対話による知識創出：ストレステスト 

銀行ごとのリスクを具体的に把握するために重要な手続が、ストレステスト

である。EU 法上、ストレステストは次のように、金融機関自身および監督当局

がそれぞれ行い、相互に参照される。つまり、いわばリスクにつき両者が対話し

て知識を創出するための場を形成する。 
まず、金融機関は ICAAP の重要な要素として、信用リスクに係るストレステ

ストを定期的に実施するものとされる（資本要件規則 177 条 2 項）。内部格付手

法を用いる金融機関には、破綻する限界のシナリオを分析する「逆ストレステス

ト」を含む徹底したストレステストが求められる（同規則 368 条 1 項 g 号）。ド

イツ法上は、金融機関が備えるように業務責任者が配慮しなければならない手

続として、ストレステストが定められている（銀行業法 25c 条 4a 項 3 号 f）。そ

し て 、 監 督 当 局 で あ る 連 邦 金 融 サ ー ビ ス 監 督 庁 （ Bundesanstalt für 
Finanzdienstleistungsaufsicht: BaFin）の通知「リスクマネジメントの最低要件

（MaRisk）」が、業務の態様・範囲・複雑性・リスクの内容に応じた形態で逆ス

トレステストを実施することを含めて、金融機関にストレステストを求めてい

る。金融機関によるストレステストの適切性は、少なくとも年 1 回見直すもの

とされる44。 
監督当局も検査において、金融機関および次に述べる欧州銀行監督庁の実施

したストレステストの結果を考慮して、少なくとも年 1 回ストレステストを行

う（資本要件指令 97 条 1 項 c 号・98 条 1 項 a 号・g 号・100 条 1 項。欧州中銀

につき、単一監督機構規則 4 条 1 項 f 号。ドイツ法につき、銀行業法 6b 条 1 項

1 号・2 項 1 号・8 号・3 項・4 項）。欧州銀行監督庁は 2018 年に、資本要件指令

100 条 2 項に基づき、監督当局によるストレステストの方法を共通化するガイド

ラインを策定している45。さらに欧州銀行監督庁は、少なくとも年 1 回、EU 全

域で金融機関のストレステストを実施することが適切かを検討し、理由ととも

                                                        
44 Rundschreiben 09/ 2017 (BA), Mindestanforderungen an das Risikomanagement: MaRisk, AT 4.3.3. 
45  EBA, Guidelines on common procedures and methodologies for the supervisory review and evaluation process 
(SREP) and supervisory stress testing, 19 July 2018, EBA/GL/2014/13, Titel 12. 
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に欧州議会、欧州連合理事会および欧州委員会に通知する46。実施する場合、欧

州銀行監督庁は、金融機関に対し直接、情報提供を求めることの他、監督当局に

対し個別の審査・実地検査を要求すること、およびこの実地検査に参加すること

ができる（欧州銀行監督庁規則 22 条 1a 項・32 条 3a 項）。 

（３）定量的・定性的リスク評価による監督手続：「監督上の検証・評価プロセ

ス」 

イ．ＥＵ・ドイツの実定法制度 

さらに、EU およびドイツにおける当局による監督につき、監督の基準を中心

に、より一般的に概観しておく。 
ドイツ法上は、当局が金融機関の監督にあたり考慮すべき要素として、前述の

ストレステストの結果の他、定量的基準では（十分に）捕捉できない個々の金融

機関ごとのリスク判断の要素が、法律に列記されている。すなわち、リスクの集

中の程度および金融機関によるその制御、リスク分散効果の程度およびそれが

金融機関のリスク計測システムに組み込まれている態様、金融機関のリスクの

地理的分布、ビジネスモデル、商業帳簿に入らない金融機関の業務による利率変

化のリスク、金融機関の債務超過のリスク、金融機関が金融システムにもたらす

リスクなどである。さらに、金融機関におけるリスク耐久能力の調査・保全を行

うための手続、金融機関における業務遂行の合規性を確保するための体制も考

慮される（銀行業法 6b 条 2 項 3・4・9～15 号。一部は資本要件指令 98 条 1 項

各号に対応する）47。こうして監督当局は「総括的かつ将来に向けて」、金融機関

が十分で有効なリスクマネジメントおよび堅実なリスクのカヴァーを保障する

体制を備えているかを評価し、必要な措置を命ずる（銀行業法 6b 条 2 項柱書・

6 条 3 項。欧州中銀の「早い段階」の措置につき、単一監督機構規則 16 条 1 項

c 号）。 
EU 法上、監督当局は、金融機関が法令上の要件を満たさない場合のほか、法

定の資本要件ではリスクに対応できない場合等に、金融機関に対し資本要件を

加重する権限をもつ（資本要件指令 104 条 2 項、欧州中銀につき単一監督機構

規則 16 条 2 項 a 号、ドイツにつき銀行業法 10 条 3 項）。欧州中銀はこの権限に

基づき、次述する SREP により法定の資本要件でカヴァーされないと判断され

るリスクに対応するため、義務的な「第 2 の柱要件（Pillar 2 Requirement: P2R）」
として、金融機関の資本要件を加重する（いわゆる「第 1 の柱プラス」アプロー

                                                        
46 最近は 2 年に 1 回実施されている。Buchmüller [2018] § 7 Fn. 46. 
47 Paraschiakos [2017] S. 342 ff. 
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チ（”Pillar 1 Plus” approach））。加えて 2016 年以後、欧州中銀は SREP により、

「第 2 の柱ガイダンス（Pillar 2 Guidance: P2G）」といわれる資本加重も定めるよ

うになっている。P2R と異なり、資本が P2G を下回っても直ちに監督措置がと

られるわけではない。ただし当局は、下回る理由に応じて、金融機関に措置を求

め、あるいは資本要件を加重することになる48。 

ロ．欧州銀行監督庁・欧州中銀のガイドライン等の定め 

EU 法上、当局による監督は「監督上の検証・評価プロセス（Supervisory Review 
and Evaluation Process: SREP）」に基づいて行われる（資本要件指令 97 条）。監督

当局は、SREP による評価をもとに、「監督検査プログラム」を策定することに

なる（同指令 99 条）。 
SREP については、欧州銀行監督庁が資本要件指令 107 条 3 項に基づくガイド

ラインにより詳細かつ体系的に定めている49。ガイドラインによれば、金融機関

は組織および業務の態様等により 4 つのカテゴリーに分類され、監督の範囲・

頻度・強度が段階づけられる（例えば、SREP の全要素の評価が行われ、総合評

価の結果が通知されるのは、カテゴリー1、2、3・4 の金融機関につき、それぞ

れ少なくとも年 1 回、2 年に 1 回、3 年に 1 回とされる。総合評価は、どのカテ

ゴリーの金融機関についても年 1 回行われる）。そして、鍵となる指標が 4 つ設

定される。それは、ビジネスモデルの分析、内部統制と機関全体のコントロール

の評価、資本リスクの評価、流動性・資金調達リスクの評価である。監督当局は、

各指標、資本充実度、流動性充実度のそれぞれにつき 4 段階のスコアを付ける。

ガイドラインはスコアを付すための考慮要素を複数列挙しており、監督当局は

これらの要素および他の要素を総合的に考慮してスコアを付す。さらに監督当

局は、こうした指標を総合的に考慮して、金融機関の耐久能力を総合評価として

スコアで示す。この総合評価が、監督措置および爾後の監督の計画、特に当該金

融機関を監督検査プログラムに組み入れるかを決定する基礎になる。 
欧州中銀が自ら当局として行う監督、および加盟国当局の行う監督のために

示している「方法論」はさらに明確に、SREP が様々な要素の組合せにより構成

されることを示している50。すなわち「方法論」は、4 つの指標それぞれの評価

を、データ収集、共通の基準による基礎スコア、各金融機関の特性や複雑性も考

慮に入れた監督当局の判断という 3 つの局面に分ける。また、資本リスク、流動

性・資金調達リスクの評価という 2 つの指標については、監督当局の観点、銀行

                                                        
48 EBA, Guidelines (Fn. 45), 10.7. 
49 EBA, Guidelines (Fn. 45), esp. 2. 
50  ECB, SSM SREP Methodology Booklet: 2018 SREP decisions applicable in 2019; ECB, SSM LSI SREP 
Methodology, 2018 edition. 
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の観点、将来に向けた観点という 3 つのブロックに分けて、それぞれのブロッ

クにつき 3 局面を分けて判断を行うものとしている。 

ハ．結果の公表 

SREP の結果の公表については、EU 法上は、監督当局の要求があれば、金融

機関は ICAAP の結果および SREP により加重された自己資本要件の構成を開示

するものとされる（資本要件規則 438 条 b 号）。ただし欧州中銀は、かつて 2014
年の総合評価の際に金融機関との間で、SREP の結果につき守秘協定を締結して

いた。現在では欧州中銀は、金融機関に対し SREP の結果の守秘を求めていない

が、SREP による自己資本要件につき自ら公表するには至っていない。大手行は

SREP による自己資本要件の開示を進める傾向にあるようである51。この点、自

己資本要件は金融機関の最大分配可能額（Maximum Distributable Amount: MDA）

の算出の基礎になるため、SREP による自己資本要件について適切な枠組で開示

を進めるべきであるという見解がある52。 

（４）小括： 

イ．対話的・追試的監督のための法制度 

銀行と監督当局との間には、経済規制の中でも強度で、継続的な監督関係が生

じる。銀行のリスク評価・管理は、銀行事業の中核部分であり、その監督、特に

リスク評価・管理の体制の監督は、銀行の事業活動の自由を制約する度合いが高

い。極端な例として、ドイツの連邦金融サービス監督庁は、代表を金融機関の株

主総会、監査機関（取締役を監視する機関）等に派遣することができ、この代表

が発言権をもち、さらに同庁は、これらの会議を招集し議題を通知することを求

めることができる（銀行業法 44 条 4 項・5 項。監督当局としての欧州中銀はそ

のような権限をもたない）。加えて、銀行は処分等が公にされると（ドイツの銀

行業法 60b 条は、銀行の違法行為に対する行政措置を公表する旨を定める）、市

場の信頼を失うため、当局のフォーマルな措置を避け、インフォーマルな措置に

従う誘因が強く働く53。日本に比べて行政訴訟の多いドイツでも、銀行監督の分

野では、実態として監督措置がほとんど当局と銀行との間のインフォーマルな

「協調プロセス」で行われるといわれる54。そのため逆に、監督当局が銀行に「囚

われ」、適正なリスク評価・管理による公益を損なっていないかという国民の不

                                                        
51  例 え ば 、 2019 年 2 月 28 日 の ド イ ツ 銀 行 （ 日 本 ） の プ レ ス リ リ ー ス を 参 照

（https://japan.db.com/docs/pr20190228J.pdf、2020 年 3 月 5 日）。 
52 Glos [2018] Rn. 113. 
53 Voß [2019] S. 180 f. 
54 Kaufhold [2016a], S. 350. 

https://japan.db.com/docs/pr20190228J.pdf、2020
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信も生じやすい。 
以上のような銀行の監督関係における「距離の喪失」55に対処し、銀行の事業

活動の自由の保護、公益の実現、そして民主政原理の要請を同時に満たす法制度

が必要となる。しかし、過度にフォーマルな法制度により、個々の銀行のリスク

評価・管理能力を活性化させずに窒息させるのでは、やはり銀行の事業活動の自

由と公益が損なわれる。 
そこで一般論としては、銀行のリスク評価・管理に対し当局が「対話的・追試

的」に監督を行う法制度が必要になる。銀行の体制の監督については、このよう

な法制度の必要性が特に高い56。「対話」は、バーゼルⅡの第 2 の柱が明示して

いる57。「追試的」の概念は、行政機関に裁量権を認めつつ、行政機関が説明する

裁量権行使の判断過程を裁判所が追跡し審査する方法を示す概念として、用い

られてきた58。このように行政機関と裁判所との関係について用いられてきた概

念を、ここでは銀行と監督を行う国との関係に転用している。すなわち「追試的」

とは、国があらかじめ細かくルールを定めるのではなく、原則や考え方を示すに

とどめ、まず銀行が自らのとる措置につき説明し、その説得力を国が審査すると

いう方法である。 

ロ．議論・論証のための法的手法 

具体的な法的手法としては、まず、法律の留保に係る本質性理論59を適用すれ

ば、体制の監督を含めて監督の「プリンシプル」は法律で定めることが要請され

るが、高い水準の法律の規律密度までは要請されない60。本質性理論は、法律の

規律の有無のみならず、法律の規律密度に関する要請を含むが、規律密度に関す

る要請は、法律が規律する事項の性質により変わることを認める61。 
日本では、内部格付手法の要件となる銀行の体制整備については、自己資本基

準告示62190 条・191 条・201 条～203 条に規定されている。バーゼルⅡの第 2 の

柱に対応する銀行のリスク評価・管理体制については、監督指針63において言及

されている。しかし、銀行にリスク評価・管理の組織・手続の整備を求めること

                                                        
55 Voß [2019] S. 178 ff. 
56 Voß [2019] S. 172 ff.  
57  BCBS, International Convergence (Fn. 35), para. 722. 「対話」についてはさらに Reiling [2016] S. 153 ff.; 
Wundenberg [2012] S. 84 f., 91. 
58 山本隆司［2006］17 頁。 
59 大橋［2019］30 頁以下。 
60 Voß [2019] S. 279 ff. 
61 Schmidt-Aßmann [2004] 4/28 ff. 
62 銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当

であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）。 
63 金融庁のウェブサイトを参照（https://www.fsa.go.jp/common/law/index.html、2020 年 3 月 5 日）。 

https://www.fsa.go.jp/common/law/index.html、2019
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が、銀行を継続的・構造的に規律する効果をもち、また、公益を保護する役割を

相当程度、銀行に任せる意味をもつとすると、基本原則は法律に定めることが望

ましいように思われる。 
法律にプリンシプルを定める場合であっても、より具体的な監督基準は、行政

機関があらかじめ策定し公にするべきことになる。この点は、日本では行政手続

法が審査基準、処分基準、行政指導指針に関し定めている（5 条、12 条、36 条）。

EU では欧州銀行監督庁が定めるガイドライン、ドイツでは連邦金融サービス監

督庁が定める「リスクマネジメントの最低要件」が、これに当たる（前述（２）、

（３）ロ．）。こうした基準は、原則、考慮要素、またはコンセプト64の提示とし

て、オープンな部分を残す。つまり当局は、基準の適用にあたり、銀行の客観的

な個別事情のみならず、基準に対しそれぞれの銀行が説明する考え方も考慮し

なければならない。前者の個別事情考慮義務は、行政基準一般について認められ

るが65、後者のようにリスク評価・管理に関する銀行の説明・考え方の考慮も当

局に求められる点が、銀行監督に係る基準の特徴といえる。銀行のリスク評価・

管理の体制に関する監督基準は、銀行に働きかける効果をもつが、銀行に対し法

的拘束力のみならず、裁量基準のような法的効果66ももたないとの指摘がある67。

この指摘の趣旨は、以上のような銀行監督の基準の特徴を強調することにあろ

う。 
行政指導の段階でも、当局は、自らの議論の内容を明瞭にするために、法定の

義務の履行を求めるのか、それを超えて任意の対応を求めるのかを明らかにし、

行政指導の理由を提示することが求められよう68。この点は日本では、行政手続

法 35 条が規律している。 

ハ．比例原則の限界と推論の首尾一貫性 

また、リスク管理行政の特徴として、ある事業者がシステムのリスクの発生・

拡大にどれだけ寄与するかを特定することは難しい（１節（２）ハ．（ロ））。リ

スクに対応する措置の効果も、不確実性ゆえに、法的判断の基礎になるような水

準で特定することが困難である。加えて、事業者のリスク評価・管理の組織体制

に関する規律については、事業者がある組織体制をとることが、事業の遂行およ

びリスク評価・管理に及ぼすプラス・マイナスの効果を特定することが、事業者

の行為を直接規律する場合に比べて困難である。 

                                                        
64 山本隆司［2005］32 頁以下。 
65 山本隆司［2016b］22 頁以下。 
66 山本隆司［2016b］20 頁以下。 
67 以上の点も含め Reiling [2016] S. 324 f.; Voß [2019] S. 188 ff. さらに Wundenberg [2012] S. 97. 
68 Voß [2019] S. 217, 223 ff. 
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そのため、当局は、銀行によるリスク評価・管理を監督する際に、銀行の出し

た結論より、銀行の説明する論証の過程を中心に審査することになる69。論証過

程の審査には、銀行が説明する論証が「首尾一貫性」をもって、考慮すべき要素

を考慮しているかの審査が含まれる。同様に、銀行のリスク評価・管理を規律す

る立法や行政機関の措置の適法性を、裁判所が（裁判所の目から）審査する場合

にも、立法や行政措置の効果を手掛かりにして比例原則を単独で適用すること

には困難がある。この場合も、立法および行政措置のコンセプトが、法の諸原理・

諸原則を「首尾一貫性」をもって考慮しているかを含め、裁判所が国家機関の論

証過程の全体を追試的に審査することになろう70。「首尾一貫性」はこれまで、

国立大学等の学問の組織を規律する法制度に求められる要請として知られてき

た法理である71。 

３．事業者団体における私行政法 

（１）銀行監督法と金融商品取引法の差異 

銀行監督法に隣接する金融商品取引法の分野では、２節で分析した銀行監督

法と異なり、個別の事業者よりむしろ、関係事業者の団体による自主規制が法制

度の正面に出る。それは、法制度において考慮・衡量される関係利益の性質の違

いによるものと思われる。すなわち、金融商品取引法の分野では、取引行為をめ

ぐる事業者と投資者ないし消費者との間の利益の調整が問題となる。こうした

利益調整は、一次的には個別の契約により図られるが、利害関係者間の情報格差

等を考慮して、より一般的な利益調整・利益衡量の枠組を設定することが法的課

題となる。こうした利益調整・利益衡量の枠組となるルールは、事業分野の特性

に応じて、事業分野ごとの事業者団体が定める余地がある。また、事業者団体が

ルールを定める適格性を備える余地もある。これに対し、銀行監督におけるリス

ク評価・管理については、リスクが金融システム全体に関わるため、事業分野・

事業形態という個別の銀行と国との中間の平面を想定して（例えば、都市銀行、

                                                        
69 論証過程の概念につき、山本隆司［2016a］13 頁以下。もともと論証過程の審査は、行政裁量が認められ

る行政機関の決定につき、裁判所が結論の当否を審査するのではなく、まず行政機関が、結論に至った推

論の道筋（論証過程）を説明し、裁判所が、行政機関の説明する論証過程の一齣一齣、特に、行政機関があ

る事由を考慮したこと、考慮しなかったこと、重視したこと、重視しなかったことについて、その合理性

を審査するという方法である。こうした論証過程審査の方法は、近時、行政裁量の司法審査において一般

的に用いられるようになっている。 
70 Voß [2019] S. 208 ff., 255 ff., 263 ff. さらに Reiling [2016] S. 248 ff., 252, 291 ff., 299 f., 333 ff. 
71 山本隆司［2007］156 頁以下。首尾一貫性は、組織および手続が果たすべき任務に適合するように組織お

よび手続の形態を規律すること、あるいは逆に、ある形態の組織および手続が果たすことに適した任務を

当該組織および手続に割り当てることを意味する。別の文脈では、ある対象・事象を規律し、ある対象・事

象を規律しない場合に、区別の合理的な理由を説明でき、規律全体が整合性をもつことを意味する。後者

の意味については、山本隆司［2020］168 頁以下。 
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地方銀行、信託銀行、投資銀行等）、各事業分野・事業形態の事業者団体にルー

ルを策定する法的資格を認める余地が（ないとはいえないが）小さい。 

（２）証券監督者国際機構の自主規制のコンセプト 

金融商品取引法の分野における自主規制についても、個々の国の専門行政機

関間の連携組織が、前述の私行政法に対応するコンセプトを提示している。すな

わち、証券監督者国際機構（International Organization of Securities Commissions: 
IOSCO）の「証券規制の目的と原則」72は「原則 9」として、「規制のシステムが、

権限の及ぶ各分野につき一定の直接的な監督責任を果たす自主規制組織を利用

する場合には、当該自主規制組織は、規制当局の監督に服し、権限や委任された

責務を遂行する際には、公正性と機密性の基準を遵守すべきである」と述べる。

具体的に、同機構の「証券規制の目的と原則の実施を評価するための方法」は、

自主規制がもたらす可能性のある利点として、自主規制組織は政府の規制を超

える行為規準の遵守を要求できること、情報の創出を求める能力を政府より広

範に持ち得ること、市場での業務および実務に関する深慮と専門知識を提供し、

変化する市場の条件に対し政府より迅速かつ柔軟に対応できること、しばしば

規制のための技術上のインフラストラクチャーを構築・管理しており、その費用

を納税者でなく被規制者が負担していることを挙げる73。自主規制組織の備える

べき条件としては、業務遂行能力、規制当局に要求されるのと同様の守秘および

手続上の公正性等が示されているほか、利益相反の回避または適切な管理が重

視されている。規制当局との関係については、自主規制組織は、立法または規制

当局により授権または承認を受けて、規制当局が適切と判断したときに、策定し

たルールを提出して規制当局の審査および・または承認を受け、また、規制当局

の監督に服し、規制当局や他の自主規制組織と協働し、そのために規制当局との

間で覚書その他の協定を結ぶものとされる。そして、規制当局も関係者に対する

調査権限を保持し、自主規制組織の調査・措置権限が不十分であったり自主規制

組織に適切に管理できない利益相反があったりする場合、規制当局が必要な調

査を行うこととされている74。 

（３）ＥＵの「共同規制」のコンセプト 

こうした証券監督者国際機構の構想は、欧州議会、欧州連合理事会および EC

                                                        
72 IOSCO, Objectives and Principles of Securities Regulation, 2010 (rev. May 2017). 
73  IOSCO, Methodology for Assessing the Implementation of the IOSCO Objectives and Principles of Securities 
Regulation, 2011 (rev. May 2017), B.1. 
74 Ibid., B.3. 
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委員会（当時）による 2003 年の機関間協定「より良い法制定」75が、「自主規制」

とともに挙げた「共同規制」に相当する。共同規制・自主規制とも、透明性（特

に、合意に公にアクセスできること）および利害関係当事者が代表されているこ

とという規準を守って行われなければならず、また、基本権または重要な政治的

決定に関わる場合には用いてはならない（para. 17）。このうち共同規制は、法規

定をそれぞれの問題および関係セクターに適合させ、EC の立法を重要な観点に

集中させて EC の負担を軽減し、また、利害関係当事者の経験を活用するために、

EC の法行為により、法制定機関の定めた目的の実現を、当該分野で承認された

利害関係当事者に委ねるメカニズムである（para. 18）。共同規制においては、ま

ず EC が根拠法により枠組を定め、利害関係当事者が自由意思により協定を結

び、EC 委員会等が特に根拠法と協定原案との適合性を審査する（para. 20）。根

拠法には、当該分野において共同規制が可能な範囲とともに、利害関係当事者が

協定を守らない場合、または協定の締結に失敗した場合にとるべき措置（法の見

直しを含む）も定められる（para. 21）。自主規制は、一般的には EU の機関の立

場と関連させずに、利害関係当事者（の団体）が自由意思に基づくイニシアティ

ヴにより受け入れる共通指針（特に、行為準則または分野ごとの合意）であるが、

EC 委員会は EC 条約との適合性のほか、利害関係当事者の「代表性」等を審査

し、自主規制の実務が守られていない場合等には、法制定を提案する（para. 22, 
23）。 
 以上の機関間協定は、2016 年 4 月 13 日の新協定により置き換えられた76。し

かし、新協定は共同規制・自主規制に言及していない。EU の近時の文書では、

共同規制・自主規制はむしろ企業の社会的責任（CSR）と接続させて論じられて

いる。すなわち、欧州委員会が「CSR のための 2011～14 年における EU の新戦

略」77の一つとして 2013 年に公表した「より良い自主規制・共同規制のための

諸原理」は、コンセプトとして、（できるだけ多くのアクターの）参加、（利害関

係当事者間の意見交換を含む）開放性、（利害関係当事者間の能力の格差への配

慮を含む）信義、目標、適法性を挙げる。そして、これらの諸原理の策定に係る

委員会の「活動報告」では、ISO 等による「標準化78が、鍵となる特別な形態の

自主規制である」とされる一方、「現在の状況、および進行中の世界規模・ヨー

ロッパ規模の規制改革のプログラムのもとでは、金融分野のルールメイキング

については、自主規制・共同規制のアプローチを考えることが不向きであると通

                                                        
75 OJ 2003/ C 321/ 1 of 31.12.2003, para. 17, 18. 「共同規制」の使用のための条件は、2001 年の EC 委員会の

白書「ヨーロッパのガバナンス」で説かれていた。COM (2001) 428 final, p. 21. 
76 OJ L 123/ 1 of 12.5.2016. 
77 COM (2011) 681 final. 
78 詳しくは、山本隆司［2003］65 頁以下、73 頁以下。 
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常思われている」と述べられている79。 

（４）金融商品取引法上の認可金融商品取引業協会・認定金融商品取引業協会 

 しかし日本では、金融商品取引法（以下、「金商法」という。）により事業者団

体の自主規制が法制度化されていることが、比較法的に見て注目される。日本の

国内法上は、他にも、行政庁が認可または認定した事業者団体が自主規制規則を

策定する枠組みが法定されている例がある（貸金業法 25 条以下の貸金業協会、

資金決済法 87 条以下の認定資金決済事業者協会、別の分野であるが、個人情報

保護法 47 条以下の認定個人情報保護団体）。しかし、金商法は、事業者団体によ

る自主規制の活用の程度が最も大きく、他の法制度の範型となっている。 

イ．監督行政庁との関係 

すなわち、金商法は認可金融商品取引業協会（以下、「認可協会」という。）お

よび認定金融商品取引業協会（以下、「認定協会」といい、認可協会とあわせて

以下、「認可協会等」という。）の制度を定める。認可協会は金融商品取引業者が

内閣総理大臣の認可を受けて設立するが（金商法 67 条 4 項・67 条の 2）、認定

協会は金融商品取引業者が一般社団法人・財団法人法により設立した上で、内閣

総理大臣の認定を受けるものである（金商法 78 条 1 項）。前者にあたるのが日

本証券業協会であり、後者にあたるのが、金融先物取引業協会、投資信託協会、

日本投資顧問業協会、第二種金融商品取引業協会である。両者の区別は、実質的

な理由によるものではなく、金融商品を包括的に対象にする金商法の制定（2006
年）前に、自主規制団体の法制度がそれぞれの金融商品に関する法律ごとに異な

っていたことに由来する80。 
ただし結果として、認可協会に対しては内閣総理大臣の監督権限が強くなっ

ており、この点で差異が生じている。認可協会については、規則を届け出る義務

が課され（金商法 67 条の 8 第 3 項）、役員の解任命令も制度化されているが（金

商法 70 条・74 条）、同様の制度は認定協会にはない。もっとも、認定協会の業

務規程も、認可協会の定款と同様に（金商法 67 条の 8 第 2 項）認可を要し（金

商法 79 条の 3 第 1 項）、また、認定協会に対しても業務改善命令が制度化され

ている（金商法 79 条の 6）。この業務改善命令には、認可協会の場合に明文で認

められている規則の変更命令（金商法 73 条）が含まれると解されよう81。新た

                                                        
79  EU のウェブサイトを参照（https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/principles-better-self-and-co-
regulation-and-establishment-community-practice、2020 年 3 月 5 日）。 
80 山下・神田［2017］460 頁［大崎貞和］。 
81 神田・黒沼・松尾［2012］95 頁[黒沼]。 

https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/principles-better-self-and-co-regulation-and-establishment-community-practice、2020年3月5
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/principles-better-self-and-co-regulation-and-establishment-community-practice、2020年3月5
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な規則の策定については、行政庁が認可協会等に促すことはできようが、命令は

できず82、両者の意見が一致しなければ、行政庁は場合により自ら個々の事業者

に対し規制措置をとることになろう。 

ロ．自主規制規則とその執行 

 認可協会等が自主規制として定める規則の対象として、金商法は特に取引の

勧誘の適正化を挙げる（金商法 67 条の 8 第 1 項 12 号・78 条 2 項 7 号）。認可協

会等は定款により、定款・規則または法令・行政処分に違反した協会員に対し、

適切な処分を行う旨を定めなければならない（金商法 68 条の 2・79 条の 2）。認

可協会等が協会員に対し、定期監査を行う場合、および法令・行政処分違反行為

に対する処分を行う場合は、同様に調査・処分の権限をもつ行政庁との間で調整

を図る必要がある83。そうしなければ、認可協会等への加入が単純な二重の負担

になるおそれがある。認可協会等の過怠金と行政庁による課徴金との関係につ

いては、実態として認可協会の過怠金は課徴金が賦課される場合には課徴金額

を考慮して課されている84。 

ハ．自主規制規則の外部効果 

しかしさらに、認可協会等の規則は、協会員以外の事業者に対しても法的効果

をもつ。すなわち、協会に加入しない者が金融商品取引業を営むために内閣総理

大臣による登録を受けるには、投資者保護等に関する認可協会等の定款・規則に

「準ずる」内容の社内規則を作成し、同規則を遵守するための体制を整備しなけ

ればならないとされる（金商法 29 条の 4 第 1 項 4 号ニ）。2014 年の金商法改正

前は、内閣総理大臣は協会員以外の金融商品取引業者に対し、認可協会等の定

款・規則を「考慮し」、適切な監督を行わなければならず、また社内規則の作成・

変更を命令できる、とされていた（平成 26 年法律 44 号による改正前金商法 56
条の 4）。法改正により、認可協会等の規則の法的効果がさらに高められたこと

になる。こうしたいわば外部効果は、他の法律による事業者団体の自主規制の制

度には見られなかったが、2019 年に、同様の制度が暗号資産交換業者について

法定された（資金決済法 63 条の 5 第 1 項 6 号）。 
もっとも、事業者団体が定める規則に、団体に加入しない事業者を拘束する法

的効果まで認めることは、私行政法により事業者団体の正統性を高めたとして

                                                        
82 黒沼［2016］664 頁以下。 
83 黒沼［2016］661 頁以下。同書はさらに、認可協会等による処分の対象から協会員の法令違反行為を除く

法改正を提案するが、そこまで認可協会等の権能を後退させる必要はないように思われる。 
84 神田・黒沼・松尾［2012］40 頁以下［日本証券業協会］。 
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も、事業者団体が民主的正統性をもたない以上、困難と言わざるを得ない。認可

協会等に加入しない事業者には、認可協会等の定款・規則を「考慮」して社内規

則を作成する義務を課すのが限度であろう。「準ずる」という現行金商法の登録

要件も、そのように解釈すべきことになろう。 

ニ．紛争解決 

認可協会等の重要な役割は、自主規制規則を策定・執行することのみならず、

協会員と投資者ないし消費者との間の紛争を解決する機能にもある。認可協会

等において、紛争解決手続での経験が自主規制規則の策定にフィードバックさ

れ、両者の機能を高め合うことが期待されているのである85。事業者団体に苦情

に対応する責任を課す例は、金商法以外の法律にも見られる（金商法上は、67 条

の 8 第 1 項 11 号・77 条・78 条 2 項 4 号・78 条の 6）。しかし、認可協会等につ

いては加えて、あっせんを行う責任も課される点が特徴である（金商法 67 条の

8 第 1 項 11 号・77 条の 2・78 条 2 項 5 号・78 条の 7）。法律上、協会員は苦情

対応およびあっせんのための調査を正当な理由なく拒んではならないとされる

（金商法 77 条 3 項・77 条の 2 第 5 項・78 条の 6・78 条の 7）。しかし実際には、

あっせんの法的効果はさらに強い。すなわち、すべての認可協会等は、特定非営

利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターにあっせん業務を委託してい

る（あっせん業務の委託につき金商法 77 条の 3・78 条の 8）86。そして同センタ

ーの規則によれば、協会員事業者は、顧客からの申立てがセンターに受理された

場合、あっせんを行うことに応諾し、あっせん手続に参加しなければならない。

さらに、センターの紛争解決委員があっせんの申立ての趣旨に反しない限度に

おいて特別調停案を提示し、投資者ないし消費者が受諾すると、協会員事業者は、

自ら 1 か月以内に民事訴訟を提起する場合か、訴訟がすでに係属している場合

でない限り、特別調停案を受諾しなければならない87。センターによる特別調停

案の提示は、その点では協会員事業者に対し行政処分に似た効果をもつ。 

ホ．体制整備義務 

前述ハ．のように認可協会等の規則に強い法的効果を認める以上、私行政法の

コンセプトにより認可協会等の手続・組織に一定の法的規律を加える必要があ

る。１節（３）ロ．（d）の透明性・公開性に関わる規律として、認可協会につい

                                                        
85 経緯も含め、神田・黒沼・松尾［2012］55 頁［日本証券業協会］。 
86 例えば、日本証券業協会「協会員と顧客の紛争等の解決のための業務委託等に関する規則」3 条。 
87 苦情解決支援とあっせんに関する業務規程 27 条・40 条の 2。さらに例えば、日本証券業協会の前注の規

則 6 条。もっとも、特別調停案が提示される例は少ないといわれる。神田・黒沼・松尾［2012］59 頁［日

本証券業協会］。 
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て、地理的条件や業種による制限があり得る他は、金融商品取引業者であれば何

人も加入できる旨を定款で定めることが求められている（金商法 68 条 2 項）。

認定協会についてはこのような規律が法定されていない。規則の公表も、技術的

に容易になっており、法定することが考えられる。この点について、個人情報保

護法 53 条 2 項・3 項は、認定個人情報保護団体が作成した個人情報保護指針を

個人情報保護委員会に届け出る義務とともに、同委員会が届出のあった指針を

公表することを定めている88。 
また、同（a）の業務遂行能力に関わる規律として、認可協会等の役職員の守

秘義務が、公務員の守秘義務と同水準の法定刑により担保されている（金商法 72
条・79 条・204 条）。しかし、証券監督者国際機構が自主規制の条件として守秘

義務と並び強調する利益相反管理（前述（２））は、同（b）の中立性の観点から

重要であるが、法律上は明確に定められていない。現状では、認可協会等が定款・

規則により、外部有識者の理事を加えたり、自主規制規則の制定等につき意見を

述べる委員会を内部に設け、外部有識者の委員を加える等の取組みを行ってい

る89。 
同（c）の諸利益の表出機会の保障についても、法律上の明確な定めはない。

この点では、個人情報保護法 53 条 1 項が、認定個人情報保護団体が個人情報保

護指針を作成する際に「消費者の意見を代表する者その他の関係者の意見を聴」

くこととする規律90が参考になろう。まとめれば、自主規制規則策定の手続・組

織については、私行政法のコンセプトにより法律上の枠組みを拡充させて、透明

性（同（d））を高めることが今後の課題であろう。このことは、認可協会等の自

主規制がカルテルの隠れ蓑になり硬直化しないようにするためにも、重要であ

る91。 

ヘ．展望 

 以上のような事業者団体による自主規制は、新規の事業分野が急速に発展して

おり、必要な知識を創出し、情報を収集し、法律による規律を適切に確定させる

までに時間差が生じる場合、必要性・有益性が特に高い。資金決済法上の認定資

金決済事業者協会として、2018 年に暗号資産交換業者により日本仮想通貨交換

                                                        
88 個人情報保護法 53 条 2 項・3 項の立法前の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部「パーソナルデ

ータの利活用に関する制度改正大綱」（平成 26 年 6 月 24 日）8 頁・13 頁は、委員会が「認定等」を行うも

のとしていた。 
89 例えば、日本証券業協会は、11 人以内とされる理事のうち公益理事を 4 人選任し（定款 41 条・42 条）、

12 人以内とされる自主規制会議のメンバーについて、議長となる公益理事の他、公益委員を 4 人選任する

（定款 62 条）こととしている。 
90 もともとは「マルチステークホルダープロセス」が想定されていた。注 88 の大綱 8 頁・12 頁。 
91 黒沼［2016］654 頁以下。一般的に、山本隆司［2000］558 頁以下。 
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業協会が設立されたことが、その例証である92。なお、同法上の規律の特徴とし

て、情報交換の制度化が挙げられる。すなわち、認定資金決済事業者協会の会員

は協会に対し、前払式支払手段発行者、資金移動業者または仮想通貨交換業者

（以下、「関係事業者」という。）の行った利用者の保護に欠ける行為等に関する

情報を報告しなければならない（同法 92 条 1 項）。逆に協会は会員からの請求

に対し、正当な理由がない限り、保有するこうした情報を提供しなければならな

い（同条 2 項、認定資金決済事業者協会に関する内閣府令 5 条）。さらに金融庁

は協会の求めに応じ、協会の業務の適正な遂行に必要な限りで、関係事業者に関

する情報を提供することができる（同法 97 条、同府令 6 条）。 
 他方で、自主規制は、事業分野ごとの特性を反映して実験的・競争的になし得

る点に意義がある反面で、自主規制が隣接する事業分野ごとに細分化されると、

多分野で事業を展開する事業者にとって対応が難しくなり、すべての市場参加

者にとって分かりにくくなるおそれがある93。その点からも、国がより一般的に

規制の基本的な枠組みを定めておく必要が残る。 

４．マクロプルーデンスに関する決定手続法 

 銀行監督に戻り、マクロプルーデンスに関する公的主体の決定として、資本バ

ッファーの決定を取り上げ、決定手続を概観する。 

（１）カウンターシクリカル資本バッファー決定手続における論証とコミュニ

ケーション 

バーゼルⅡの自己資本要件に対しては、金融危機を契機に、景気後退期に景気

循環増幅効果をもつこと、および好況期における金融機関の資本蓄積が十分に

ならないことが問題とされた。そのためバーゼルⅢは、最低限の自己資本要件に

加えて、資本バッファーを制度化した。資本バッファーは、リスク発現時に取り

崩すことができ、充足されないと社外への資本流出が制限される。資本バッファ

ーには、基本的に一律に（2.5％）課される資本保全バッファーの他、各国が金

融システム全体のリスクを考慮してゼロから 2.5%までの幅で定めるカウンター

シクリカル資本バッファー等がある94。 
 

                                                        
92 仮想通貨交換業等に関する研究会「報告書」（平成 30 年 12 月 21 日）9 頁も、法令に基づく規制と自主

規制規則との連携の重要性を説いていた。 
93 山下＝神田［2017］460 頁［大崎］。 
94 BCBS, Basel III: A global regulatory framework for more resilient banks and banking systems, Dec. 2010 (rev. June 
2011), para. 18-31, 122-150. 
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イ．バーゼルⅢの枠組 

銀行の最低限の自己資本および資本保全バッファー要件は、バーゼル銀行監

督委員会が実体的に詳細に定めている。これと対照的に、カウンターシクリカル

資本バッファーは、国際レヴェルでは、実体的な基準をあらかじめ細かく示さず、

各国が相互に論証と説明を行う手続により、今後に向けて基準を発展させる方

針が示されている。その点で、公法学の観点からも興味深い。 
すなわち、バーゼル銀行監督委員会はガイドラインの形式で、カウンターシク

リカル資本バッファーの「共通の参照基準」として、民間部門の累積債務対 GDP
比率（以下、「債務・GDP 基準」という。）を挙げる。しかしあわせて、次のよう

に述べる。「適切なコミュニケーションとあいまった判断が、この制度の不可欠

な部分である。当局には、債務・GDP 基準に機械的に依拠するよりもむしろ、

システム全体に及ぶリスクの高まりを測定するために利用できる最適の情報を

用いた後に、管轄地域におけるバッファーの設定に関する判断を行うことが期

待される」。「ただし、判断権の行使が一連の明確な諸原理に確たる根拠を置くこ

とが、カウンターシクリカル資本バッファーの設定において健全な意思決定を

促進するために、決定的に重要である。さらに、バッファーの決定についてコミ

ュニケーションをとることは、銀行その他の利害関係者が決定を支える論拠を

理解することを助け、バッファーを作動させることにつき責任を負う当局が健

全な意思決定を行うことを促進する。この点で、債務・GDP 基準は、判断権の

行使が理解され得るようにするために有益な共通の参照点を提供する」。そして、

「当局は、どのような情報を用い、それをバッファーの決定を定式化する際にど

のように考慮に入れたかを説明するべきである」（ガイドラインにおける「第 2
原則」）。結局、債務・GDP 基準は「当局により考慮される情報の一部であるべ

きであり、……優越的な役割を果たす必要はないが、それを完全に無視すべきこ

とも含意されない」。期間としては、マクロ経済・金融・プルーデンスに関する

情報が通常更新される頻度にあわせて、少なくとも四半期に 1 回、カウンター

シクリカル資本バッファーに関する決定を行うべきである。ただし、バッファー

が頻繁に作動されるわけではないことを考慮し、バッファーの決定につき銀行

その他の利害関係者とコミュニケーションをとるのは、少なくとも年 1 回とす

ることが適切であろうとされる95。 

ロ．バーゼルⅢの運用 

バーゼル銀行監督委員会はその後、各国におけるカウンターシクリカル資本

                                                        
95 BCBS, Guidance for national authorities operating the countercyclical capital buffer, Dec. 2010, pp. 3-6. 
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バッファーの指標および決定手続を比較する報告書を公にしている。例えば、

EU 諸国は概して、システムリスクの増大を評価する指標をあらかじめ、傾向と

して多数設定し（特にドイツは最多の 30）、バッファーの決定について、率を変

更するか否かにかかわらず四半期に 1 回、公にコミュニケーションをとってい

る（この点は後述ハ．のように法制度に基づいている）96。さらに報告書は次の

ように分析する。少数の基準から金融危機の歴史の多くを説明できることから、

少数の定量的基準によりバッファーを考えることが支持される。ただし、こうし

た基準に基づく評価は、限られた危機の時期に鑑みた回顧的な見方によるもの

であり、本来不確実性があるので、バッファーの決定にあたっては、ルールに基

づく要素と裁量の要素との併用が正当化される。実際に各国は、バーゼル銀行監

督委員会が標準化した債務・GDP 基準を変形したものが、自国の状況に鑑みて

システムリスクの増大の歴史を説明するためにより適していることを認識し、

他の基準も用いるようになっている。手続については、バッファーの決定に関す

るコミュニケーションを、リスクに関する銀行その他の利害関係者との継続的

対話として頻繁に行うべきか、頻繁に行わない方が決定のインパクトがあるか、

という問題が残されている97。 

ハ．ＥＵ・ドイツの実定法制度 

 しかし今後、カウンターシクリカル資本バッファーの設定手続の法的整備が、

国際的にも求められる可能性は否定できない。そこで、EU の法制度を概観する

（それを国内法化した例として、対応するドイツ法の条文も付記する）。 
EU では、欧州システミックリスク理事会（European Systemic Risk Board: ESRB）

が加盟国の指定する当局に対し、債務・GDP 基準の評価方法を含め、カウンタ

ーシクリカル資本バッファー率の設定のための「基準」を「勧告」により定める

ことができる。同理事会は勧告を発出する際、加盟国間の差異、特に経済が小規

模で開放された加盟国の特殊性を適切に考慮に入れるべきとされる（資本要件

指令 135 条）。勧告を受ける加盟国当局は、四半期ごとに、債務・GDP 基準を基

礎にして、さらに理事会の勧告による基準、および自国経済の特殊性を考慮に入

れて設定されたバッファーの基準値を計算する。そして、この基準値および理事

会の勧告による基準等を考慮に入れて、バッファー率を定める。比率は原則とし

て 0％から 2.5％の間で、0.25％刻みで定められる（資本要件指令 136 条 1 項～4
項。ドイツの銀行業法 10d 条 3 項・支払能力令98 33 条）。当局はバッファー率の

                                                        
96 BCBS, Implementation. Range of practices in implementing the countercyclical capital buffer policy, June 2017, p. 
2, 7. 
97 Ibid., pp. 11-12. 
98 Solvabilitätsverordnung. 銀行・銀行グループ・金融持株グループおよび混成金融持株グループの適切な
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決定を、四半期ごとに、考慮された基準値や理由とともにウェブサイト上で公表

する（資本要件指令 136 条 7 項。ドイツの銀行業法 10d 条 9 項・支払能力令 34
条）。 
 以上のように、法制度上、利害関係者との双方向的なコミュニケーションが保

障されるわけではないが、当局の論証過程を公に示すことは保障されている。 

（２）上乗せ資本バッファー決定手続の透明化 

バーゼル III は、グローバルなシステム上重要な銀行（global systemically 
important banks: G-SIB）および国内のシステム上重要な銀行（domestic systemically 
important banks: D-SIB）に対し、資本保全バッファーおよびカウンターシクリカ

ル資本バッファーのさらに上乗せとなる資本バッファーを要求する。より高い

損失吸収力（higher loss absorbency: HLA）の要件である。G-SIB および D-SIB の

HLA はそれぞれ、銀行が破綻する場合に、国際レヴェルおよび国内の金融シス

テム・経済にもたらす負の外部経済を考慮して定められる。それは、これらの銀

行が破綻時に政府の救済措置を期待できることによるモラルハザードへの対策

でもある99。 

イ．Ｇ－ＳＩＢ 

G-SIB については、該当する銀行を判定する基準および課される HLA の比率

を、基本的にバーゼル銀行監督委員会が定量的に定めている。すなわち、バーゼ

ル銀行監督委員会は、G-SIB を判定するための複数の定量化できる指標（例えば、

銀行の規模という指標）および各指標の重みを定め、各指標について全サンプル

銀行の総計値で各銀行の数値を除した値によりスコアを付けることとしている。

そして、スコアの合計により 5 つの G-SIB のカテゴリーを設け、カテゴリーご

とに上乗せ資本バッファー比率を定める（1.0％から 3.5％）。監督当局がこうし

た定量的な指標による判定を逸脱する判定をすることも認められるが、例外に

とどめるべきとされる。このような例外的判定のために、バーゼル銀行監督委員

会は、主な指標だけでは捕捉できない銀行の特性に関する副次的な指標をウェ

ブサイトで公表している。監督当局は、さらに他の定性的な情報に基づく例外的

判定もすることができる。その場合に監督当局は、バーゼル銀行監督委員会の

「勧告」を考慮し、バーゼル銀行監督委員会と「協議」し、「徹底的に説明し、

検証できる論拠を援用して」「実効的で透明な方法で」判定を行わなければなら

                                                        
自己資本準備のための省令。 
99  BCBS, Global systemically important banks: revised assessment methodology and the higher loss absorbency 
requirement, July 2018, para. 1-9; BCBS, A framework for dealing with domestic systemically important banks, Oct. 
2012, para. 1-10. 
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ない100。 
 このように G-SIB の決定手続で論証過程の透明性、さらには数値化が重視さ

れる理由は、監督当局間における決定の国際的な統一化・整合化を図るためだけ

ではない。銀行がリスク特性やビジネスモデルを変更して、金融システムにもた

らす可能性のある負の外部経済を減らすインセンティヴを与えることも意図さ

れている。こうした意図のために、G-SIB の各指標につき、スコアを計算するた

めの母数値（全サンプル銀行の総計値）および全銀行の数値は、バーゼル銀行監

督委員会により開示される。そして、各銀行のスコアとあわせて、毎年更新され

る。G-SIB の決定の方法も、定量的指標によるアプローチそれ自体、スコアの閾

値およびサンプルの規模を含め、基本的に 3 年ごとに見直される101。 

ロ．Ｄ－ＳＩＢ 

 D-SIB の HLA は、各加盟国が自国の金融システム等の特性に応じて裁量で決

定する。ただし、D-SIB についても破綻時には国外に影響がスピルオーヴァーす

る。そのため、バーゼル銀行監督委員会が D-SIB の HLA について、12 の「原

則」を定め、「規制整合性評価プログラム（Regulatory Consistency Assessment 
Programme: RCAP）」102に組み入れてピアレヴューを実施することとされる。銀

行の D-SIB 該当性の評価方法に関する「原則」として、バーゼル銀行監督委員

会は G-SIB の場合と類似の指標を大項目のレヴェルで考慮事項として示す（原

則 5）。評価の周期は、G-SIB 該当性の評価との不整合が生じないように、G-SIB
の場合（1 年）より明らかに長いものにしないことを求めている（原則 6）。原則

7 は、各国当局が評価方法の概要に関する情報を開示することを求める。このよ

うな「評価の論証過程の透明性」が、銀行に対しインセンティヴを与えるために

要請されることは、G-SIB の場合と同じである。さらに HLA に関する「原則」

として、各国当局は、HLA の水準を決定するための方法および考慮事項を文書

化し、HLA の水準を（可能な場合には）定量的な方法および各国に特有の因子

により示さなければならない（原則 8）。この原則は特に、D-SIB の枠組が各国

に特有の事情を反映しつつ国際的な整合性をもって定められることを意図して

いる。すなわち、バーゼル銀行監督委員会がピアレヴューを実施できるようにし、

また、銀行の本店所在国と支店所在国が相互に D-SIB の HLA の意味を理解でき

るようにすることが意図されている103。 

                                                        
100 BCBS, G-SIB, para. 10-36. 
101 BCBS, G-SIB, para. 37-41. 
102 https://www.bis.org/bcbs/implementation/rcap_role.htm?m=3%7C14%7C656%7C58. 
103 BCBS, D-SIB, para. 11-46. 



30 
 

ハ．ＥＵ・ドイツの実定法制度 

 EU では、G-SIB および D-SIB（EU では global and other systemically important 
institutions: G-SIIs および O-SIIs と称する。）について、以上の枠組が資本要件指

令 131 条に定められている。同条はさらに、EU 内部のコミュニケーション手続

を定めている。すなわち、欧州銀行監督庁は、G-SIIs の各カテゴリー（イ．に示

した 5 つのカテゴリー）を定義し、金融機関の各カテゴリー該当性を判定する

ための規制技術基準の草案を策定する（同条 18 項）。そして、欧州システミック

リスク理事会と協議した後、O-SIIs の判定基準に関するガイドラインを公表す

る（同条 3 項）。各国当局が O-SIIs に課し得る資本バッファーは 2％までとされ

る（同条 5 項）。各国当局は O-SIIs へのバッファーの設定を公表する 1 か月前

に、欧州委員会、欧州システミックリスク理事会、欧州銀行監督庁および関係す

る（concerned）加盟国当局に対し通知しなければならない。通知には、バッファ

ー率のほか、バッファーがリスクの低減のために実効的で比例性に適うと考え

られる理由、および、バッファーの域内市場に対する影響評価を詳細に記すもの

とされる（同条 7 項）。 
 ドイツでは、以上のバーゼルⅢおよび EU 資本要件指令の内容が、銀行業法

10f 条・10g 条により国内法化されている。同法 10g 条によると、O-SIIs および

それに課される資本バッファーは、少なくとも 1 年毎に見直される（同条 2 項・

3 項）。当局は O-SIIs のリストを公表する。公表されるリストには、用いられた

諸指標・閾値を考慮して、判定の根拠となった分析の定量的・定性的な結果の主

要なものが含まれる（同条 5 項）。 

（３）小括 

 以上のように資本バッファー（資本保全バッファーを除く）の決定においては、

国際的にリスク対応の統一化・整合化を図り、または銀行にリスク低減のインセ

ンティヴを与えるための定量的基準と、各国に特有の事情を反映し、または知識

を蓄積し今後基準を発展させていくための定性的基準とが、様々な割合で併用

されている。そして、基準とその適用過程について、国際的なレヴェルにおける、

そして利害関係者に対するコミュニケーションのために、可能な限り公表する

努力が払われ、場合によりピアレヴューが行われる。最低限の自己資本および資

本保全バッファー要件を超える部分で、こうした論証とコミュニケーションの

手続がとられることは、２節で見た個別の銀行に対し当局が監督する関係と、本

節で見たマクロプルーデンスに関する国際的な場での決定過程とにおいて、巨

視的に見てパラレルであり、公法学の観点からも重要である。 
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５．ＥＵの銀行監督法 

（１）行政連携における行政協働法としての銀行監督法 

イ．意義 

EU における銀行監督に関しては、欧州中銀を含む EU の機関（欧州連合条約

13 条 1 項）と加盟国の機関との間における権限の分配が非常に複雑になってい

る。結果として、権限の重なり合いが多く見られる104。そのため、両者間のコミ

ュニケーションの手続が、多様な形態で法制度化され、重要な意味をもつ。こう

した「行政連携」における「行政協働法」105は、EU ではあらゆる法分野につい

て多かれ少なかれ見られるが、１節（２）で述べた特徴をもつ銀行監督の分野で

はとりわけ顕著である。以下では、権限の重なり合い、およびこうしたコミュニ

ケーションの手続を定める行政協働法の制度のうち、特徴的なものを見る。単一

監督機構における欧州中銀とユーロ参加加盟国当局との関係（（２））、欧州銀行

監督庁と銀行監督当局との関係（（３））、および EU の規則等の立法手続への利

害関係者等の参加（（４））の順に、論じることになる。EU の法制度を詳細まで

描くことは、困難であり、日本法の立法論・解釈論にとって、直接必要でもない

であろう。本稿では、銀行監督の手続の特徴を理解し、日本の銀行監督に関する

コミュニケーションの手続を考察するにあたり参考にするために、EU の法制度

のごく一部を対象にするにとどめる。 

ロ．形成史 

（イ）ランファルシー手続 

EU の銀行監督の法制度に関する基本構造は、いくつかの報告書の提案に基づ

いて形成されてきた。 
まず 2001 年の賢人委員会による報告書は、金融規制を具体化する手続を 4 つ

のレヴェルに階層化し、それぞれのレヴェルを担当する権限を機関間に配分す

るいわゆるランファルシー手続を提示した（その後、リスボン条約や次に述べる

金融危機後の改革により手続が修正されているため、現行の手続はランファル

シーⅡ手続といわれる）106。すなわち、（a）EU の通常の立法である規則・指令

                                                        
104 一般的に、EU において「決定の成立に当たって各機関が関与した部分は、もはや相互に分割できず」、

「EU 法の加盟国による間接的執行と EU の機関による直接的執行との古典的な区分は、ますます崩れてい

る」（Hilbert [2019] S. 137）。 
105 一般的に Schmidt-Aßmann [2004] 7/18 ff.; Schmidt-Aßmann [2012] Rn. 16 ff., 38 f. 銀行監督につき Hilbert 
[2017]. 
106 Binder [2018] Rn. 11. 



32 
 

（欧州連合運営条約 288 条）による枠組原則の決定（レヴェル 1）、（b）欧州委

員会が加盟国の規制当局の代表から構成される専門委員会等の支援を受け、レ

ヴェル 1 の枠組につき執行方法の詳細を決定する手続（レヴェル 2）、（c）レヴ

ェル 1・2 における立法の執行の一貫性・同等性を保つために、加盟国の規制当

局間で専門委員会を通して、共通の基準により協働しネットワークを形成する

手続（レヴェル 3）、（d）加盟国、規制当局、民間部門（private sector）が協働し、

欧州委員会も EU 法を実現するために行動をとって執行を行う手続（レヴェル

4）である。こうした手続は、規制の効率性・迅速性・柔軟性と、透明性（欧州

連合条約 1 条 2 項）・加盟国間の調整および EU における権限の均衡の要請107と

を両立させることを意図している108。 

（ロ）欧州金融監督システムの形成 

アメリカ合衆国から広がった金融危機の後の 2009 年には、ド・ラロジエール

グループがその原因として、銀行監督制度の様々な欠陥を指摘した。欠陥を指摘

されたのは、マクロプルーデンスの観点からの監督、規制当局間の協力、ルール

の一貫性、レヴェル 3 の事項を担当していた専門委員会の資源・権限等である。

このグループの提案に沿って、マクロプルーデンス監督を担当する欧州システ

ミックリスク理事会が新設された。また、従来のレヴェル 3 委員会に代えて、欧

州銀行監督庁、欧州証券市場監督庁（European Securities and Markets Authority: 
ESMA）および欧州保険・企業年金監督庁（European Insurance and Occupational 
Pensions Authority: EIOPA）という 3 つの欧州監督庁（European Supervisory 
Authorities: ESA）から構成される欧州金融監督システム（European System of 
Financial Supervision: ESFS）が構築された109。欧州銀行監督庁については、（３）

で概観する。 

（ハ）単一監督機構の形成 

しかしその後も、欧州銀行監督庁によるストレステストがスペインの銀行シ

ステムの過小資本を発見できず、欧州銀行監督庁も資源・権限が十分でないこと

が明らかとなった110。こうした背景から、2012 年のファンロンパイ報告書の中

で、国家主権と銀行との結びつきを断ち切って厳格で中立的な監督を行うため

に、欧州中銀がユーロ圏の銀行監督につき究極的な責任を負う単一監督機構が

                                                        
107 一般的に Poscher [2012] Rn. 69. 
108 Final report of the Committee of Wise Men (chaired by Alexandre Lamfalussy) on the regulation of European 
securities markets, 15.2.2001. 
109 The high-level group on financial supervision in the EU (chaired by Jacques de Larosière), Report of 25.2.2009, 
para. 144-214. 
110 Ohler [2016] S. 330. 
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提案された111。欧州中銀に銀行の監督権限をもたせることには、数年前のド・ラ

ロジエール報告書は反対していた。通貨の安定という欧州中銀の基本的な任務

を侵害すること、危機時にユーロ参加加盟国の財政当局等に協力を求める必要

があるため、欧州中銀の独立性を侵害すること、および、ユーロ非参加加盟国や

保険業が対象とならず、包括的な監督にならないこと等が理由であった112。しか

し、条約を改正して新たな制度を構築する時間もなかったため、既存の欧州連合

運営条約 127 条 6 項に基づき、欧州中銀に銀行監督権限をもたせることになっ

た113。 

（２）単一監督機構における欧州中銀とユーロ参加加盟国当局との関係 

そこでまず単一監督機構について、欧州中銀の銀行監督担当組織とユーロ参

加加盟国銀行監督当局（以下、（２）において「監督当局」という。）との結びつ

き（イ．）、欧州中銀と監督当局との間における銀行監督権限の分配（ロ．）、一方

の機関の権限行使に他方の機関が関与する手続（ハ．・ニ．）、欧州中銀と加盟国

との間における権限の交錯ともいうべき現象（ホ．）、そして最後に、欧州中銀の

内部コントロールの制度（ヘ．）を、順次概観する。 

イ．銀行監督当局の独立性・組織上の結びつき 

単一監督機構においては、銀行監督にあたる欧州中銀および監督当局には、職

務遂行の独立性が認められる（単一監督機構規則 19 条１項・2 項）。欧州中銀で

は、銀行監督担当組織を通貨政策機能から独立させるために、銀行監督担当組織

と監督当局との結びつきを強くする制度がとられている。 
すなわち、欧州中銀では銀行監督について、通貨政策から業務およびスタッフ

の分離が図られ（同規則 25 条 1 項～4 項）、政策評議会（欧州連合運営条約 283
条 1 項）とは異なる監督委員会が置かれる（単一監督機構規則 26 条 5 項参照）。

監督委員会は、委員長、副委員長、欧州中銀の代表 4 名および各監督当局の代表

1 名ずつから構成される。各監督当局の代表を含め、すべての構成員は欧州連合

全体の利益のために行動すべきものとされる（同条 1 項）。委員長と副委員長に

ついては、欧州中銀が監督委員会の意見を聴取した後に欧州議会に提案し、提案

が承認されれば、欧州連合理事会が執行決定により指名を行う。委員長は、銀行・

金融の問題に関し一般に認められ経験の豊かな者で、政策評議会の構成員でな

い者から、公開の選考手続により選出される。任期は 5 年で、更新されない。副

                                                        
111 Towards a genuine economic and monetary union, Herman Van Rompuy (President of the European Council), 
5.12.2012. 
112 Report (Fn. 109), para. 171, 172. 
113 Glos/ Benzing [2018] Rn. 6 ff. 
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委員長は欧州中銀の執行理事会（欧州連合運営条約 283 条 2 項）の構成員から

選出される（単一監督機構規則 26 条 3 項）。監督委員会の決定は単純多数決に

より行われ、各構成員は 1 票ずつをもつ（同条 6 項）。ただし、規則制定に関す

る決定を行う場合は、加重多数決により、監督当局の代表は国ごとに定められた

票数、欧州中銀の代表はそれぞれその中間値の票数をもつ（同条 7 項）。 
監督委員会は、政策評議会に完全な決定草案を提案し、政策評議会が最長で平

日 10 日間（緊急の状況では 48 時間）以内に異議を述べなければ、決定草案は採

択されたものとみなされる。政策評議会が異議を提示する場合、書面により理由、

特に通貨政策との関係について述べることとされる（同条 8 項）。政策評議会の

異議に関し、利害関係をもつ監督当局が異なる意見を表明する場合、仲裁パネル

が解決を図る。仲裁パネルの構成員は、個々のユーロ参加加盟国が 1 人ずつ、政

策評議会および監督委員会の構成員の中から選出し、仲裁パネルの決定は 1 人 1
票の単純多数決で行われる（同規則 25 条 5 項）114。 
さらに、財政上の独立性を確保するために、欧州中銀の監督業務に係る費用は、

欧州中銀がユーロ参加加盟国に所在する銀行および銀行の支店に年ごとの「監

督料」を賦課して賄う（同規則 30 条）。 

ロ．権限の分配 

欧州中銀は、ユーロ参加加盟国に設立されている全ての銀行との関係で、プル

ーデンスの監督を目的（prudential supervisory purposes）として諸任務を遂行する

権限を「排他的に」もつ（単一監督機構規則 4 条 1 項）。しかし欧州中銀は、欧

州中銀と監督当局とから構成される単一監督機構の中で任務を遂行し、一般的

に両者は「共働」および「情報交換」を義務づけられる（同規則 6 条 1 項・2 項、

単一監督機構枠組規則 20 条・21 条）。 
欧州中銀は、単一監督機構の実効性・一貫性の確保および全ての銀行の営業許

可等につき責任を負うが、銀行の監督については、銀行の「重要性」の高低によ

り欧州中銀と監督当局のいずれが責任を負うかが分かたれる（単一監督機構規

則 6 条 4 項以下。以下、「重要機関」または「非重要機関」という。）。銀行の重

要性は、欧州中銀が、あらかじめ関係する監督当局に意見提出の機会を与え、そ

の意見を考慮して、規則に定められた諸基準に従い、銀行に対して決定する（単

一監督機構枠組規則 39 条・44 条 5 項）。しかし欧州中銀は監督当局に対し、監

                                                        
114 その他、欧州中銀と各国当局とが情報・意見を交換するための様々な法定外の組織が、実務上制度化さ

れていることにつき、Hilbert [2019] S. 134. 
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督措置等につき、規則115、ガイドライン116または「一般的」指示を発出でき（重

要機関に対する監督の支援の指示については、「一般的」という限定がない。単

一監督機構枠組規則 90 条 2 項）、監督当局はそれに従わなければならない（単

一監督機構規則 6 条 3 項・5 項 a 号）。さらに欧州中銀は、監督当局が法行為や

欧州中銀の指示に従わなかった場合を含めて、高度な監督基準の一貫した適用

を確保するために必要な場合、監督当局と協議の上で自らの職権により、または

監督当局からの要求により、非重要機関を直接監督することを決定できる（単一

監督機構規則 6 条 5 項 b 号、単一監督機構枠組規則 39 条 5 項・67 条 2 項 d 号・

e 号）。 
情報収集については、欧州中銀と監督当局はいずれも銀行に対する調査権限

をもつ（単一監督機構規則 6 条 3 項・5 項 d 号・6 項・10 条～13 条）。欧州中銀

の調査が妨害される場合等は、監督当局が国内法に従い必要な援助を行う（単一

監督機構規則 11 条 2 項 2 段・12 条 5 項）。 

ハ．監督手続への関与 

（イ）重要機関に対する監督手続への加盟国の関与 

欧州中銀による重要機関に対する監督措置にユーロ参加加盟国が関与する手

続として、次の制度を挙げることができる。欧州中銀は監督当局に対し、当該国

に所在する重要機関に関し、欧州中銀が考慮すべき決定草案の作成を求めるこ

とができ、監督当局も、自ら「共同監督チーム（joint supervisory team: JST）」を

通して、こうした決定草案を提出できる（単一監督機構規則 6 条 7 項 b 号、単

一監督機構枠組規則 90 条 1 項 a 号・91 条）。JST は重要機関ごとに、欧州中銀

と監督当局の職員から組織され、SREP を実施し、さらに監督検査プログラムの

策定に参加し、それを実施する（単一監督機構枠組規則 3 条。SREP 等について

は前述 2 節（３）ロ．）。JST の設立および編成については、欧州中銀が権限をも

つ。メンバーとなる監督当局の職員は当該当局が指名するが、欧州中銀は JST の

編成の目的に照らし適切な場合に、指名の変更を求めることができる（同規則 4
条）。欧州中銀が JST 調整担当者として指名した職員（同規則 3 条 1 項）は、JST

                                                        
115 欧州中銀の規則制定権限は一般的には、欧州連合運営条約 132 条 1 項および単一監督機構規則 4 条 3 項

2 段 3 文の授権による。単一監督機構規則 4 条 3 項は欧州中銀の規則制定権限を、「業務遂行の体制を組織

し、または特定するために必要な範囲」に限定している。この点につき Gurlit [2013] S. 877 f. しかし実際に

は、欧州中銀がその範囲を超えて規則を制定しているとの批判がある。Glos/ Benzing [2018] Rn. 210-214. さ
らに、特別な授権がある例として、欧州中銀は単一監督機構規則 33 条 2 項 2 段に基づき単一監督機構枠組

規則を定めている。 
116 欧州中銀のガイドラインは、規律事項が単一監督機構の内部事項に限られ、各国当局に対し拘束力をも

つ。同じ名称であっても、欧州銀行監督庁のガイドラインは、金融機関に対しても発出され、法的拘束力

をもたない（後述）。Glos/ Benzing [2018] Rn. 206 f. 
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のメンバーに指示を行うことができる（同規則 6 条 1 項）。なお実務上、JST の

メンバーである監督当局の職員は、欧州中銀の監督委員会が当該 JST の担当事

案について審議する会議に招致される117。 
他に、重要機関が監督上の報告や届出を監督当局に対して行い、監督当局が

（一次審査をして）欧州中銀に伝達することも制度化されている（同規則 140 条。

役員に関する情報につき同規則 93 条・94 条）。 

（ロ）非重要機関に対する監督手続への欧州中銀の関与 

監督当局による非重要機関に対する監督に関しては、監督当局は、欧州中銀に

対し様々な届出・報告義務を負う（単一監督機構規則 6 条 7 項 c 号、単一監督機

構枠組規則 96～100 条）。それには、監督当局が、欧州中銀が定める一般的な基

準により、非重要機関に関する重要な監督上の決定の草案を、決定予定日の平日

10 日前までに欧州中銀に送付する義務も含まれる。この場合、欧州中銀は監督

当局に対し、決定予定日の前の適切な期間内に意見を提出する（同規則 98 条）。 

ニ．強化された関与 

ハ．に挙げた関与より明らかに強く、一方の機関による決定手続に他方の機関

が関与する権限が認められる場合がある。 

（イ）営業許可手続への加盟国の関与 

銀行の営業許可は欧州中銀が行うが、監督当局が手続に強く関与する。すなわ

ち、銀行は、ユーロ参加加盟国での営業につき許可を申請する場合、当該加盟国

の監督当局に申請書を提出する。監督当局は、当該加盟国法上の要件を全て満た

す場合、許可を提案する決定草案を欧州中銀および申請者に通知し、満たさない

場合は自ら申請を拒否する。欧州中銀が原則として平日 10 日間以内に、関係の

EU 法上の要件を満たさないとして異議を述べない場合、決定草案は欧州中銀に

採用されたものとみなされる（単一監督機構規則 14 条 1～4 項、単一監督機構

枠組規則 73～79 条）。 

（ロ）資本バッファーの決定手続への欧州中銀の関与 

また、カウンターシクリカル資本バッファーを含めて、マクロプルーデンスの

ための資本バッファー（資本保全バッファーを除く。以下、（ロ）において同じ。）

は、ユーロ参加加盟国の監督当局または同国の指定する当局（以下、（ロ）にお

                                                        
117 Hilbert [2019] S. 133 f. 
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いて単に「監督当局」という。）が決定できる。監督当局は欧州中銀に対し、決

定の平日 10 日前までに決定の意思を通知する。欧州中銀は、異議を述べる場合

には、平日 5 日間以内に書面で理由を述べることとされ、監督当局は決定手続

に先立ち、欧州中銀の挙げる理由を適切なものとして考慮しなければならない

（単一監督機構規則 5 条 1 項）。 
さらに、欧州中銀は、必要と判断する場合、監督当局の適用するものより高い

資本バッファーの要件を適用することができる（同条 2 項）。そして、いずれの

監督当局も、加盟国における金融システムおよび経済の特別な状況に対応する

ために、2 項による資本バッファーの設定を欧州中銀に提案することができる

（同条 3 項）。欧州中銀が同条 2 項により資本バッファーの設定を行うときは、

関係する（concerned）監督当局に対し、決定の平日 10 日前までに決定の意思を

通知する。関係する監督当局のいずれかが異議を述べる場合には、平日 5 日間

以内に書面で理由を述べることとされ、欧州中銀は決定手続に先立ち、こうした

監督当局の挙げる理由を適切なものとして考慮しなければならない。欧州中銀

は、同条 2 項による決定を行う場合、個々の加盟国または加盟国の一部におけ

る金融システム、経済状況および経済景況の特別な状況を考慮に入れるものと

される（同条 4 項・5 項）。 

ホ．権限の交錯 

さらに、欧州中銀とユーロ参加加盟国との間において権限が複雑に交錯し、法

解釈論上の議論が惹起される場合がある。 

（イ）欧州中銀による加盟国法の適用 

欧州中銀がユーロ参加加盟国法を適用すべき場合がある。それは、関係する

EU 指令（以下、（イ）において「指令」という。）を国内法化するユーロ参加加

盟国法、および EU 規則が認める選択の余地を使って立法されたユーロ参加加盟

国法の場合である（単一監督機構規則 4 条 3 項）。このように加盟国法を EU 機

関が適用する制度は、EU 法上も異例であり、様々な問題を惹起する。 
まずそもそもこのような制度が、EU の基本的な法原理および加盟国の憲法原

理に照らして許容されるかという問題がある118。特に権利保護の問題に関して

は、欧州連合運営条約 267 条による先決決定手続と逆に、欧州連合司法裁判所

が加盟国裁判所に国内法の解釈問題を回付する「逆先決決定手続」の立法を提案

                                                        
118 Peuker [2014]は、ドイツ基本法との関係で、行政権限の分配、民主的正統化、実効的権利保護、EU 法と

の関係で、補完性原則、民主政原理、官僚制による正当化のいずれの点でも問題があるとする。 
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する見解がある119。また、欧州中銀が適用する権限をもつユーロ参加加盟国法の

範囲の画定も、難しい場合がある120。指令を具体化ないし強化する国内法の規定

（いわゆる gold-plating）も含まれるか121、さらにそれを超える国内法の規定も

含まれるか122、という問題である。実務上の困難もある。すなわち、欧州中銀は

すべてのユーロ参加加盟国法を適用するための知識が必要になる。国境を超え

て営業する銀行は本支店を有するすべてのユーロ参加加盟国の加盟国法を適用

されることになる。問題を回避するために、欧州中銀が指令を国内法化したユー

ロ参加加盟国法でなく、指令を直接適用するかのような態度をとると、単一監督

機構規則の定めおよび EU 法の構造と抵触する。困難を避けるには差し当たり、

関係の EU 規則や指令の規律密度を高めるしかなかろう123。 

（ロ）銀行の重要性の決定が変更される場合 

また、銀行の重要性の決定が変更されて監督権限が移動する場合、銀行に対す

る監督当局の監督措置を欧州中銀が取り消す権限、または逆に欧州中銀の監督

措置を監督当局が取り消す権限が必要になる。これらの現象、特に後者の現象は、

EU 法上、他に例を見ない124。 

ヘ．欧州中銀の内部コントロール 

最後に、銀行監督に係る欧州中銀内部のコントロール機構に触れる。欧州中銀

は、単一監督機構規則に基づく公権力の行使に当たる欧州中銀の決定が EU 法に

適合しているかを、決定の名宛人および名宛人と直接個別的な関係のある者125

からの申立てにより内部で審査する「行政審査委員会（Administrative Board of 
Review）」（以下、「審査委員会」という。）を設置している。審査委員会は、欧州

中銀の職員ならびに欧州中銀の銀行監督業務に関わりをもつ EU 加盟国および

EU の機関等の職員を除く、EU 加盟国内の高名な専門家 5 名から構成される。

委員には独立性が保障される。委員は、任期が 5 年（1 回の更新が可能）で、公

募により欧州中銀が任命する。また委員は、独立性と不偏性を示すために、利害

関係について公に宣明する。審査委員会への申立期間は、欧州中銀による決定の

通知または決定を知ってから 1 ヵ月とされる。審査委員会は申立て受領後 2 ヵ

                                                        
119 Kaufhold [2016b] S. 365 ff.  Martini/ Weinzierl [2017] S. 182 f.は、欧州中銀が適用する加盟国法の加盟国憲

法適合性審査および加盟国憲法適合的解釈につき、同様の手続の立法を提案する。さらに、国家賠償責任

の問題につき、Varentsov [2017] S. 58 ff. 
120 Berger [2016] S. 2331 ff. 
121 含まれないと狭く解する見解として Kämmerer [2016] S. 3 f.; Ohler [2015] § 5 Rn. 179. 
122 含まれると広く解する見解として Lackhoff [2017] para. 426, 429. 
123 Glos/ Benzing [2018] Rn. 170-172. 
124 Hilbert [2017]. 
125 監督当局に申立適格が認められるかは、明らかでない。Glos/ Benzing [2018] Rn. 229. 
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月以内に意見を欧州中銀の監督委員会に提出する。監督委員会は審査委員会の

意見を「考慮して」「速やかに」、新たな決定の草案を準備し政策評議会に提出す

る。政策評議会が最長平日 10 日間以内に異議を述べなければ、決定草案が採択

されたものとみなされる。審査委員会の意見、監督委員会の決定草案、および政

策評議会の決定は、理由を付して関係者に通知される。なお、欧州連合司法裁判

所への出訴は、審査委員会の手続を経なくても可能である（単一監督機構規則 24
条）。審査委員会の手続は原則として文書によるが、申立人および欧州中銀の双

方に対し非公開の口頭聴聞手続を行うこともできる（審査委員会決定12614 条）。 
もっとも、監督委員会の事務局が審査委員会の事務局となり、欧州中銀（法務

部）が審査委員会を支援することとされている（同決定 6 条）。審査委員会は合

議および意見書の作成については欧州中銀職員の支援を受けないとはいえ、審

査委員会の職権行使の独立性のために、事務局レヴェルの職能分離の徹底が必

要ではないかとの指摘がある127。 
統計によると、2018 年における審査の申立ては 5 件であった。うち 3 件につ

いては欧州中銀の当初の決定が維持され、1 件については審査委員会の意見によ

り欧州中銀の決定の変更または決定理由の改善がなされ、1 件については欧州中

銀が決定を修正し申立てが取り下げられた。すべての申立てにつき聴聞が行わ

れた128。 

（３）欧州銀行監督庁と銀行監督当局との関係 

欧州中銀を含む銀行監督当局の間で、銀行監督を統一的・整合的に行うための

役割を果たすのが、欧州銀行監督庁である。まず欧州銀行監督庁の組織につき最

小限の確認をした後（イ．）、欧州銀行監督庁による規範および規範原案の策定

（ロ．）、違法行為是正手続（ハ．）、情報・意見の交換による実務の形成（ニ．）

の順に概観する。 

イ．欧州銀行監督庁の組織 

欧州銀行監督庁において決定権限をもつのは、監督者委員会である（欧州銀行

監督庁規則 43 条 1 項・2 項）。監督者委員会は、議長、欧州連合加盟国の銀行監

督当局（以下、（３）において「加盟国監督当局」という。）の長、欧州委員会の

代表、欧州中銀の監督委員会により指名された代表、欧州システミックリスク理

事会の代表、および他の 2 つの欧州監督庁それぞれの代表から構成される。加

                                                        
126 Decision of ECB of 14.4.2014, ECB/2014/16, OJ L 175/47 of 14.6.2014. 行政審査委員会の設立およびその運

営規則に関する欧州中銀決定。 
127 Glos/ Benzing [2018] Rn. 155 f. 
128 ECB, Annual Report 2018, 5.3.3. 
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盟国監督当局の長以外は、欧州中銀の代表を含め、表決権をもたない（同規則 40
条 1 項）。議長は、監督者委員会が指名する（同規則 43 条 3 項）。議長と表決権

をもつ監督者委員会の構成員は、欧州連合全体の利益のみのために、独立性・中

立性をもって職権を行使する（同規則 42 条）。監督者委員会の決定は単純多数

決により、各構成員は 1 票ずつをもつ。ただし、基準、ガイドライン、勧告の策

定等については、加重多数決により、加盟国の代表は国ごとに定められた票数を

もつ。この場合さらに、ユーロ参加加盟国当局の単純多数およびユーロ非参加加

盟国当局の単純多数が必要とされる（同規則 44 条 1 項）。 

ロ．規範・規範草案の策定 

（イ）技術基準原案の策定 

銀行監督の基準について、欧州銀行監督庁は、規制技術基準（Regulatory 
Technical Standards: RTS）および執行技術基準（Implementing Technical Standards: 
ITS）の原案を策定する。これらの基準の決定権限は欧州委員会にある。基準は

規則または決定の形式で採択される。しかし、詳論はしないが、欧州委員会の権

限は実体法上および手続法上制限され、欧州銀行監督庁の権限が強化されてい

る（欧州銀行監督庁規則 10 条・15 条）。特に規制技術基準については、欧州議

会および欧州連合理事会が欧州委員会の権限を強く牽制している（同規則 12～
14 条）。 

（ロ）ガイドライン・勧告の策定と説明責任賦課効果 

さらに欧州銀行監督庁は、当局（加盟国監督当局、銀行監督を行う欧州中銀、

その他の関係当局を広く指す。欧州銀行監督庁規則 4 条 2 項。以下の（３）にお

いて同じ。）または金融機関に対しガイドラインおよび勧告（本段落で「ガイド

ライン等」という）を発出できる。ガイドライン等に法的拘束力はない。しかし

次のように、従わない場合に説明責任を賦課する手続法上の効力（comply-or-
explain approach）129により、ガイドライン等は実際上強い効果をもつ。まず、当

局および金融機関はガイドライン等に従うようにあらゆる努力を払うものとさ

れる。そして、ガイドライン等の発出後 2 ヵ月以内に、当局はそれに従うかどう

かを確定し、従わない場合には理由を述べて欧州銀行監督庁に通知する。欧州銀

行監督庁は、あらかじめ当局に告知した上で、当局がガイドライン等に従わない

という事実、およびケースバイケースでその理由を公表する。欧州銀行監督庁は、

欧州議会、欧州連合理事会、欧州委員会に対し、ガイドライン・勧告、およびそ

                                                        
129 Binder [2018] Rn. 19. 
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れに従わなかった当局を報告し、当該当局が将来それに従うことをどのように

保障するかを説明するものとされる。また金融機関は、ガイドライン等により求

められている場合、明瞭かつ詳細に従うかどうかを報告するものとされる（欧州

銀行監督庁規則 16 条）。 

ハ．違法行為是正手続 

また、欧州銀行監督庁は、一または複数の当局、欧州議会、欧州連合理事会、

もしくは銀行ステイクホルダーグループ（後述（４））からの要求、または職権

により、当該当局に告知した上で、当局が技術基準を含む EU 法に違反していな

いかどうかを調査することができる。そして、調査開始から 2 ヵ月以内に、当該

当局に対し、EU 法を遵守するために必要な措置をとるように勧告することがで

きる。当該当局は勧告受領から平日 10 日間以内に、EU 法を履行するために執

った措置または執ろうとしている措置を、欧州銀行監督庁に通知する。 
当局が勧告受領から 1 ヵ月経っても EU 法を遵守しない場合、欧州委員会は勧

告の採択後 3 ヵ月以内（ただし 1 ヵ月の延長が可能）に、欧州銀行監督庁の通知

を受けて、または自らの職権により、当局が EU 法を遵守するために必要な措置

をとるように求める正式意見を発出することができる。その際には欧州銀行監

督庁の勧告が考慮される。当局は意見受領後平日 10 日間以内に、欧州委員会お

よび欧州銀行監督庁に対し、意見を履行するために執った措置または執ろうと

している措置を通知する。 
当局が意見に従わず、市場における中立的な競争条件の確保・回復または金融

システムの保全・正常な機能のために、時宜に適った態様で不履行を是正する必

要がある場合、欧州銀行監督庁は、EU 法の規定が金融機関に直接適用できる限

りで、金融機関に対し EU 法を守るために必要な措置をとるように求める個別決

定を行うことができる。この決定は欧州委員会の正式意見に合致していなけれ

ばならない。また、この決定は、当該問題に関する当局のいかなる決定にも優越

する。そして当局は、欧州委員会の正式意見または欧州銀行監督庁の決定があっ

た場合、これらを守らなければならない（欧州銀行監督庁規則 17 条）。 
このように、加盟国の機関が監督権限をもつ領域で、EU の独立の行政機関で

あるエージェンシー（欧州銀行監督庁）に、加盟国機関および私人に対し拘束力

のある決定を行う権限が認められることは、異例である130。 
 

                                                        
130 Ohler [2016] S. 326. 
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ニ．情報・意見の交換による実務の統一化・整合化 

（イ）ベスト・プラクティスの形成 

欧州銀行監督庁と当局との関係では、こうしたフォーマルな決定のみならず、

情報と意見の交換自体が重要性をもつものとして法制度化されていることが注

目される。すなわち、欧州銀行監督庁は、「共通の欧州連合の監督文化と一貫し

た監督実務を構築し、欧州連合を通じて統一された手続と一貫したアプローチ

を保障することに、能動的な役割を負う」。この役割には、「当局に意見を提示す

ること」、「当局間において実効性をもつ二極的および多極的な情報交換を促進

すること」が含まれる（欧州銀行監督庁規則 29 条 1 項 a・b 号）。例えば、欧州

銀行監督庁は当局間の調整の役割を担う（同規則 31 条）。欧州銀行監督庁と当

局は相互に必要な情報を提供する義務を負い（同規則 35 条 1 項～3 項）、加盟国

監督当局は欧州銀行監督庁に定期的に一定の情報を提供する義務を負う（資本

要件指令 107 条 1 項）。 
より積極的に、欧州銀行監督庁は、監督に関する共通のアプローチと実務とを

推進するために、新たな実務の手法と共通化のための手段を開発することがで

きる。また、監督の方法・手続に関するベスト・プラクティスを定める「ヨーロ

ッパ監督ハンドブック」を策定・改訂する（欧州銀行監督庁規則 8 条 1 項 aa 号・

29 条 2 項。単一監督機構規則 4 条 3 項 2 段もハンドブックに言及する）。欧州銀

行監督庁が実務上運用している Q&A プロセスは、監督の方法・実務を共通化す

るための手続として位置づけることができる。Q&A プロセスは、当局および金

融機関が欧州銀行監督庁に対し、問いを回答の提案とともに提出し、欧州銀行監

督庁はそれを退けるか、回答をインターネットプラットフォームで公表するも

のである131。 

（ロ）当局間の監督実務の比較とピアレヴュー 

欧州銀行監督庁は特に、当局間の活動を比較するピアレヴューにより、監督実

務の向上を図っている。すなわち、欧州銀行監督庁は定期的なピアレヴューによ

り、当局による EU 法の適用・執行および監督実務の収斂化の度合いとともに、

一部の当局が発展させ他の当局にも参考になるベストプラクティスを評価する。

ピアレヴューは、ガイドライン、勧告、および技術基準草案の策定に生かされる。

そして欧州銀行監督庁は、ピアレヴューから同定できるベストプラクティスを

公表するものとされ、さらに、対象となった当局と合意の上で、ピアレヴューの

                                                        
131 Paraschiakos [2017] S. 411 f. 
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すべての他の結果も公表できる（単一監督機構規則 30 条）。ピアレヴューは、各

当局が専門知識をもつ代表を１名ずつ任命して構成され、欧州銀行監督庁に置

かれる独立のレヴュー委員会が行う132。 
なお、加盟国監督当局は、プルーデンス規制・監督に関する情報を公表しなけ

ればならない。公表する情報は、各加盟国監督当局のアプローチを有意に比較す

るために十分なものでなければならない。欧州銀行監督庁は、開示情報のフォー

マット、構成、内容、年ごとの更新・公表日を定める執行技術基準の原案を策定

する（資本要件指令 143 条）。 

（４）行政立法手続 

欧州中銀および欧州銀行監督庁による行政立法手続は、EU の他の法分野に比

して整備されている133。両機関に関する考察を補うために、この手続を取り上げ

る。 
 
イ．公開公聴・費用便益分析・ステイクホルダーグループ 

 
欧州銀行監督庁は、当局または金融機関に対しガイドラインおよび勧告を発

出する場合、手続をとるのに適する限り、ガイドラインまたは勧告の適用範囲・

性質・効果に比例する態様で公開の公聴134および費用便益分析を行い、個別の金

融機関に関するガイドライン・勧告でない限り、銀行ステイクホルダーグループ

（Banking Stakeholder Group）に意見または助言を求める（欧州銀行監督庁規則

16 条 2 項）。また、欧州委員会のために規制技術基準または執行技術基準の草案

を作成する場合、基準案の適用範囲・効果または案件の特別な緊急性との関係で

比例性を欠かない限り公開の公聴および費用便益分析を行い、加えて銀行ステ

イクホルダーグループに意見を求める（同規則 10 条 1 項・15 条 1 項）。欧州銀

行監督庁以外の 2 つの欧州監督庁の立法手続についても、公開公聴、費用便益

分析、ステイクホルダーグループの意見・助言が定められている（ESMA 規則
135・EIOPA 規則136それぞれの 10 条 1 項・15 条 1 項・16 条 2 項・37 条）137。 

                                                        
132 Decision of the European Banking Authority establishing the Review Panel of the European Banking Authority, 
4.5.2011, 4.2, 4.3. 
133 山本隆司［2018b］51 頁以下。 
134 Schemmel [2018] S. 96 は、金融機関に対し直接にガイドラインを発出する場合はつねに、公聴手続をと

ることが「適切」であるとし、また、公聴は文書によるものも含まれるとする。 
135 Regulation (EU) 1095/2010 of 24.11.2010. 欧州監督庁（欧州証券市場監督庁）を設立し、2009 年 716 号 EC
決定を改正し、2009 年 77 号 EC 委員会決定を廃止する欧州議会・理事会規則。 
136 Regulation (EU) 1094/2010 of 24.11.2010. 欧州監督庁（欧州保険・企業年金監督庁）を設立し、2009 年 716
号 EC 決定を改正し、2009 年 79 号 EC 委員会決定を廃止する欧州議会・理事会規則 
137 米国の金融規制における費用便益分析およびパブリックコメント手続に関しては、平良［2019］が制度
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 「銀行ステイクホルダーグループ」は、必要ならば自らの発意で、少なくとも

年 4 回会合を開き、欧州銀行監督庁の業務に関わるどのような問題についても

欧州銀行監督庁に意見および助言を提出できる。欧州銀行監督庁は、銀行ステイ

クホルダーグループの意見・助言およびそれを検討した結果を公表する。銀行ス

テイクホルダーグループは、欧州連合で活動する銀行・投資事業者、その労働者

代表、消費者、銀行サービスのユーザー、中小企業の代表をバランスの取れた割

合で代表するように、30 人のメンバーで構成され、少なくとも 5 人は独立のト

ップランクの学者とされ、10 人は金融機関の代表、そのうち 3 人は協同組織金

融機関・貯蓄銀行の代表とされる。メンバーは、関係するステイクホルダー

（relevant stakeholders）からの提案に従い、監督者委員会により任命され、監督

者委員会は可能な限り、適切な地理的バランスおよびジェンダーバランス、EU
域外のステイクホルダーの代表性を保障するものとされる。任期は 2 年半で、

連続二期とすることができる（欧州銀行監督庁規則 37 条）。ステイクホルダー

グループはさらに「技術ワーキンググループ」に分かれて業務を行う（銀行ステ

イクホルダーグループ手続規則13810 条）。  
欧州中銀も、規則を定める場合、規則の適用範囲・効果、または欧州中銀の論

証する緊急性との関係で比例性を欠かない限り、公開の公聴および費用便益分

析を行う（単一監督機構規則 4 条 3 項）。欧州中銀が定める拘束力のない一般的

な規準については、そのような手続の定めがない139。欧州中銀は実務上、公聴に

対する応答を「フィードバック・ステイトメント」として公表している140。 

ロ．課題 

もっとも実態としては、公聴に参加するのは主に金融機関およびその利益代

表者であり、一般市民・消費者の参加は少ないといわれる。その上、欧州銀行監

督庁は、公開の公聴に先立って、事業者側の代表および専門家とのインフォーマ

ルな会合をアドホックに開き、この会合に関する情報を公表していない、とも指

摘されている。ステイクホルダーグループについても、様々な問題が提起されて

いる。まず、欧州銀行監督庁が、労働者代表を 1 名しか任命しなかったこと等の

ほか、「銀行サービスのユーザー」として、金融サービスを供給する事業者・団

体（会計監査事務所、欧州会計士協会、信用格付機関）の代表を任命したことが、

欧州オンブズマンに違法である旨指摘された事例があった141。また、業務の多さ

                                                        
および議論を詳細に分析し、日本への示唆についても論じている。 
138 Rules of Procedure of the Banking Stakeholder Group, 26.10.2015. 
139 批判として Paraschiakos [2017] S. 431 ff. 
140 Paraschiakos [2017] S. 451. 例はウェブサイト上で確認できる。 
141 Decision of the European Ombudsman closing her inquiry into complaint 1966/2011/(EIS)LP against the European 
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および複雑さゆえに、ステイクホルダーグループの下部委員会・ワーキンググル

ープが実際上重要性をもつことになるが、これらの組織が事業者側代表に占め

られる傾向にある。そして、事業者側が消費者等に比べ、必要な資金および知識

の調達において優位に立つという不均衡は、他の法分野でもよく指摘される点

である142。 

６．総括 

（１）要約 

本稿をまとめると、以下のようになる。 

イ．グローバルな観点から 

バーゼル銀行監督委員会の策定する監督基準は、専門家が共働し、情報・知識

を結集して実務の統一化のために策定される、それ自体は法的拘束力のない「標

準（standard）」143の一種である。しかしそれは、金融システムのリスク管理に共

通の利害関係をもつ各国当局および経済主体が事実上依拠することにより、市

場における評価の基準になり、また、開発援助の分野でもベンチマークとして使

用されるため、実際上強い通用力をもつ144。バーゼル銀行監督委員会の標準のう

ち、最低限の自己資本および資本保全バッファー要件は、詳細で一律性が強い。

しかしそれを超える部分では、バーゼル銀行監督委員会は標準において、主たる

基準、基準の例、またはコンセプトを提示しつつ、残りの部分は、国ごとの事情

に応じた対応を認め、または将来に向けて漸次的に基準を形成していくことと

し、整合性を保つために各国比較によるピアレヴュー等を行う場合がある（４節

（１）および（２））。さらに、バーゼル銀行監督委員会がグローバルな銀行監督

の標準として、各銀行がリスク評価・管理の体制を整備することを重視する私行

政法のコンセプトを明確に示していることも重要である（２節（１））。金融市場

規制の分野では、事業者団体による自主規制について、やはり各国専門行政機関

の連携組織である証券監督者国際機構が私行政法のコンセプトを示している。

このコンセプトは、日本では金融商品取引法により明確に法制度化されている

（３節）。 

                                                        
Banking Authority, 7.11.2013. 
142 Schemmel [2018] S. 428 ff. 
143 「標準」の定義はまったく一義性を欠くが、ここではこのように標準を捉えておく。一般的に、Röhl [2007]; 
Reiling [2016] S. 327 ff.、金融分野につき、金融安定理事会（Financial Stability Board）のウェブサイトを参照

（https://www.fsb.org/work-of-the-fsb/about-the-compendium-of-standards/）。 
144 Aaken [2007] S. 223 f. もっとも Ohler [2007] S. 266 f.は、機能の限界を指摘する。 
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ロ．ＥＵの観点から 

EU においては、銀行監督に関して、ユーロ参加加盟国当局と欧州中銀との間、

および加盟国当局と欧州銀行監督庁との間に、EU 法上も異例な権限の重なり合

いが見られる。端的には、銀行との関係で、ユーロ参加加盟国当局ないし加盟国

当局が権限をもつ領域でも、必要な場合に欧州中銀ないし欧州銀行監督庁の権

限行使が認められることがある。また、次に述べる個々の銀行との関係で用いら

れる手法の他、一方の機関の権限行使に他方の機関が異議を述べる制度や、本来

権限を有する機関が異議を述べなければ、他方の機関による権限行使の提案に

そのまま通用力をもたせる制度が見られる。権限の複雑な交錯ゆえに立法論・解

釈論上の課題も生じている。より日常的な「行政協働法」としては、機関間にお

ける様々な形態の情報・意見の交換、ベストプラクティスの形成、比較によるピ

アレヴュー、比較可能性確保のための情報公開等が、法制度化されていることが

重要である（５節（２）（３））。 

ハ．銀行と監督当局との関係の観点から 

 銀行と監督当局との関係においては、他の行政分野に比して、銀行という私的

主体の法的地位と、監督当局という公的主体の法的地位とが接近する。銀行には、

リスク評価・管理を行う体制の整備が求められるが（私行政法）、求められる体

制整備は組織の中枢に及ぶ。また銀行は監督当局とともに、リスク評価の共通の

場となるストレステストを行う。銀行と監督当局との関係は、対話的・追試的に

形成すべきことになる。すなわち、公的主体は銀行の予見可能性を確保し、また

銀行にリスク低減のインセンティヴを与えるために、一定程度、定量的・一律に

監督基準を示す（なお４節（２））。しかし、監督基準はかなりの部分で、原則、

定性的な考慮要素（の例）、またはコンセプトの提示にとどまる。こうした監督

基準を受けて銀行は、自らの個別の事情または自らの他の考え方があれば、それ

を説明し、当局は、こうした個別事情および個別のコンセプトを考慮して措置を

とる。公的主体のガイドラインに従わない場合に公的主体に対し説明する報告

義務を、銀行に課す制度もある（５節（３）ロ．（ロ））。当局の措置は、インフ

ォーマルな行政指導でも、内容および理由を明示することが必要である。そして、

リスク管理に係る銀行の措置および公的主体の措置を審査する場合には、銀行

および公的主体の論証過程を、比例原則のみならず首尾一貫性の観点等から全

体として審査することが重要になる（全体として２節）。 
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ニ．正統化の観点から 

 以上のように銀行監督の法制度においては、専門機関および銀行が相互の議

論と論証により知識の創出と情報の収集を行う枠組の構築に重点が置かれる。

しかしそれだけでは、国民ないし他の利害関係者により銀行監督の正統性が疑

われるおそれを払拭できない。そこで必要なのは、第１に、議会制民主政による

民主的正統性が確保されるように、法律で最低限、銀行監督のプリンシプルを定

めることである。それは、銀行の権利保護のためにも必要である（１節（３）ロ．・

ハ．、２節（４）イ．・ロ．）。それはまた、監督基準を法律、法規命令、非拘束的

基準というように階層化し、銀行監督の正当性の論証過程を理解しやすくする

ためにも、有益である（ランファルシー手続につき、５節（１）ロ．（イ））。第

２に、関係する多様な利益が表出・考慮される機会を確保し、また、決定過程の

透明性を高めるために、公開公聴およびステイクホルダーグループによる議論

の機会の保障と、その前提となる費用便益分析による論証過程の提示という EU
の行政立法手続は、示唆的である。それは、知識の創出と情報の収集の範囲を拡

大する上でも有益である（現実の課題を含め、５節（４））。この点にも関わるが、

第３に、参加する専門家の多様性の確保が挙げられる。銀行の権利保護のために、

いわば第三者の専門家が関与する欧州中銀の審査委員会が制度の一例である

（現実の課題を含め、５節（２）ヘ．）。第４に、情報公開による透明性の向上が

挙げられる。もっとも、情報公開は金融システムに負の影響をもたらすおそれが

あるため、その範囲および方法につき慎重な考慮が必要となる（２節（３）ハ．、

４節（１）ロ．・（２））145。 

（２）展望：近時のテーマから 

本稿は、銀行監督法のごく一部を素材にした断片的な考察にとどまった。さら

に断片的な考察を加えるだけになるが、たまたま目に付いた近時の話題を 2 つ

とりあげて稿を閉じる146。 
 

                                                        
145 平良［2019］19 頁以下・29 頁・33 頁以下は、米国において金融規制当局がストレステストに当たり用

いる推計モデルを全面開示していないことを例に、当局が基準・モデルを過度に公表すると、金融機関が

自己のリスク管理手法等の構築に努めることなく、当局の基準・モデルに追随し、リスク管理手法が画一

化するおそれがあること（monoculture）を指摘する。１節（２）（ハ）ハ．参照。 
146 他の話題として、ドイツの連邦憲法裁判所は 2019 年 7 月 30 日の判決（NJW 2019, 3204）で、EU の単

一監督機構の制度が、EU の権限踰越に当たらず、民主政を含むドイツ憲法のアイデンティティも毀損しな

いと判示した。そして、連邦政府・連邦議会が単一監督機構規則・単一監督機構枠組規則の制定に協力し、

それらを国内法化した措置は、ドイツ国民の選挙権を侵害しないとして合憲判断をした。このように連邦

憲法裁判所が EU の制度のドイツ憲法適合性を判断する枠組について、一般的に山本［2017］。 
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イ．金融庁の検査・監督基本方針 

金融庁は平成 30 年 6 月付の「金融検査・監督の考え方と進め方（検査・監督

基本方針）」において、「最低基準の遵守状況を確認する『最低基準検証』」だけ

でなく、「個別の事情に応じた解決を模索するための金融機関との双方向の建設

的な対話」（15 頁）を含む「持続的な最低基準充足を確保するための『動的な監

督』」、および「業界による自主的な取組み」（25 頁）も含む「ベスト・プラクテ

ィスのための『見える化と探究型対話』」という手法を重視する方針を示してい

る。そして、「現時点では実際の検査には用いられていない」（30 頁）検査マニ

ュアルを廃止して、「考え方、進め方、プリンシプル」の提示を重視し、「実例を

類型化した『事例』の公表」（34 頁）等でそれを補うこととしている。このよう

な方向は、2008 年頃から金融庁が示している「ルールベースの監督とプリンシ

プルベースの監督の最適な組合せ」を含む「金融規制の質的向上（ベター・レギ

ュレーション）」147に大筋において沿うものであり、本稿の以上の考察からも、

基本的に支持できよう。今後の課題は、ルール（その中でも、抽象的なルールか

ら具体的なルールまであり得る）、基本的な考え方、原則（理由があれば例外取

扱いも認められる）、考慮要素、例示等、法的効果が様々な論証の形式を、監督

当局が区別し整理して提示することであろう。そのためには、法律、府令、処分

基準、行政指導指針といった多層的な法規範の形式をすべて活用することが必

要であり有益であろう。このことには、（１）ニ．第１で述べたように、様々な

意義がある。さらに、こうした論証に関する議論の手続として、「多様なステイ

クホルダーとの対話」148を制度化することも、重要であろう。 
なお、「プリンシプルベース」の規制は、遅くとも 2007 年にイギリスの金融監

督当局が用いた語である149。すでにこの時に「アウトカム」という語も用いられ

ていたが、金融危機後は、監督当局と事業者との間で共通の成果を目指す「アウ

トカムに焦点を当てた規制」という方が正確であるとされた150。さらにブレグジ

ット後は、EU の規制と、コモンローの伝統をもつイギリスの規制との間で「ル

ールベースのアプローチ」でなく「アウトカムベース」で同等性の評価を行うべ

きことが強調されている151。このように、「プリンシプルベース」は、単純な規

制緩和ではなく、対話による成果目標の共有という、ある意味で深い規制監督を

                                                        
147 https://www.fsa.go.jp/policy/br-pillar4.html 
148 前記検査・監督方針の元になった金融モニタリング有識者会議報告書「検査・監督改革の方向と課題」

（平成 29 年 3 月 17 日）13 頁以下が強調する。 
149 Wunderberg [2012] S. 66 Fn. 265. 
150 FSA, Business Plan 2009/10, p. 9. 
151  FCA の 行 政 長 官 Andrew Baily 氏 の ス ピ ー チ 「 金 融 行 為 規 制 の 将 来 」

（https://www.fca.org.uk/news/speeches/future-financial-conduct-regulation、2020 年 3 月 5 日）. さらに FCA, 
Business Plan 2019/20, p. 2-3; Hoeck/ Röhl [2018] S. 538. 

https://www.fca.org.uk/news/speeches/future-financial-conduct-regulation、2020年3月5
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意味する。銀行監督以外の場面でこの概念を使う際には、この点に注意を要する。 

ロ．「銀行規制・監督の比例性」に関するバーゼル銀行監督委員会の調査報告 

 また、バーゼル銀行監督委員会は 2019 年 3 月に、「銀行規制・監督の比例性」

に関する各国実務についての調査報告書を公にしている。比例性は、銀行のビジ

ネスモデル、金融システム上の重要性、国境を超える活動、そして一般的には晒

されるリスクに関する各銀行の異なる特性に応じて、基準を設定することをい

う。この報告書は比例性の問題のうち、バーゼル銀行監督委員会の規制枠組を国

内の中小銀行等について緩和することを調査対象にしている。そして、若干の国

が指摘した課題として、「規制の比例性と比較可能性確保とのバランス」、「規制

の比例性と競争条件の平等確保とのバランス」、「規制の比例性のために区分の

基準を設定すること」の困難、そして「閾値の濫用、および銀行のビジネスモデ

ルの変化の速度」への対応の難しさを挙げる152。 
比例原則は国内行政法の基本原則の一つであり、近時は「国際法の立憲化」と

関連づけて議論されている153。銀行監督についても、銀行およびリスクの多様性

に応じた規制の要請が、比例性として論じられることは興味深い。ただし、各銀

行がリスクの原因となる可能性の大きさや各銀行におけるリスク対応措置の効

果は、特定が困難であるため（２節（４）ハ．）、比例原則を単独で適用して規制

の内容を決定することも困難である。ここでは、金融システムの構成要素として

の銀行間において、規制の内容を区別すること、または区別しないことが公平か

という平等原則の観点が重要になる。合理的な区別の基準としては、当該銀行が

金融システムの中で、システムのリスクの発生・拡大をどれだけ実効的に防止で

きる立場にあるか、また、システムの機能によりどれだけ利益を得られる可能性

があるかという観点が（１節（２）ハ．（イ））挙げられる154。もっとも、銀行お

よびその事情は多様であり、変化するし、経営判断として意図的に変更する余地

もある。そのため、報告書が指摘するように、銀行間における規制の区別の基準

をあらかじめ実体的に定めておくことは、予測可能性を確保する意味があるも

のの、限界をもつ。こうした限界に対応するためにも、銀行が理由を論証すれば

例外取扱いを許容する制度等、手続の工夫を施した制度を開発し活用する必要

が大きいであろう。 
 

以 上  

                                                        
152 BCBS, Proportionality in bank regulation and supervision – a survey on current practices, March 2019, p. 2, 6-7. 
153 Baade et al. [2016].  
154 Kaufhold [2016a] S. 300 ff., 336 ff. 同書は、規制の内容の平等と費用負担の平等とを区別して論じている。 
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